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1 1月20日(木)

1. オープニング

第18回 海洋深層水利用学会 全国大会

海洋深層水2014伊万里大会

プログラム

9: 00- 9: 05 開会挨拶 海洋深層水利用学会会長

高橋 正征(東京大学名誉教授・高知大学名誉教授)

9: 05- 9 : 10 実行委員長挨拶 海洋深層水2014伊万里大会実行委員長

池上 康之(佐賀大学海洋エネルギー研究センター教授)

9:1か- 9: 15 来賓祝辞
塚部 芳和( 伊万里市市長)

9: 15- 9: 30 休憩

1 一般講演1 <海洋・水質/生物・水産/農業・畜産関連〉

座長 鈴木 達雄((株)人工海底山脈研究所)

57(1) 

9:3か- 9 : 45 1. 沖ノ鳥島海域における海洋深層水利用のための海洋調査 58(2) 
コ荒木 謙伸・植田 貴宏・一瀬 純弥・西田 哲也(独立行政法人

水産大学校) 浦田 和也・池上 康之(佐賀大学海洋エネルギーセン

ター)

9 : 45-10 : 00 2 . 韓国欝陵島海洋深層水の特性とせりの水耕栽培研究 59(3) 
一金庸桓・朴賢基・全得山・金昌坤( 慶北海洋バイオ産業研究院・研

究開発部、 韓国)、 魚再善(京東大学海洋深層水学科、 韓国)

10 : 0か一10 : 15 3. パイロシーケンス法による日本各地の海洋深層水の微生物群集構造解析

コ梁 太照・山田 勝久・今回 千秋( 東京海洋大学・院)、 60(4) 
中山 二郎( 九州大学)、 ・五十嵐 康弘( 富山県立大)、

池上 康夫(佐賀大学海洋エネルギー研究センター)

10 : 15-10 : 30 4 . 海洋深層水を用いた水耕栽培技術の検討 61 (5) 
ノ野村 道康・伊東 智恵・鈴木 正宏・山田 勝久((株)デイーエ

イチシー)、 今回 千秋・小林 武志・寺原 猛(東京海洋大学・|出)

10 : 3か一10: 45 5. 海洋深層水の冷熱を利用した島ラッキョウの価格高騰期生産 62(6) 
J兼島 盛吉(沖縄県海洋深層水研究所)、 谷合 直樹(沖縄県農業研

究センター)



ill. 一般講演2 (健康・医療関連) 63(7) 
座長 白石 皐(一般社団法人 マリノフォーラム 21 ) 

10 : 45-11 : 00 6. 海洋深層水を利用したパフホル型天然洗顔料の満足度調査 64(8) 
。魚 再善( 京東大学海洋深層水学科・韓国)、 金 怜希( 京東大学海

洋深層水融複合学科・韓国)、 金 仁淑・金 漕東・崖 乗哲( パイ

ンリッジリゾート・韓国)、 金 庸桓( 慶北海洋バイオ産業研究院・

研究開発部、 韓国)
11 : 00-11 : 15 7 . 海洋深層水基礎化粧品の原料開発およびその保湿効果について 65(9) 

李 士畦(台湾 工業技術研究院)、 C黄 乗益(台湾石材・資源セン

ター)

11: 15-11: 30 8. 海洋深層水飲用マウスの免疫賦活( 腫蕩増殖抑制効果)とその候補 66(10) 
蛋白

。端口 佳宏・中川 光司・池上 良成 ( 赤穂化成(株))、

竹内 啓晃・杉浦 哲朗( 高知大学医学部)

11 : 30-11 : 45 9 . 海洋深層水の摂取によるピロリ菌増殖の低下はカ スパーゼ-1 67(11) 
/インフラマソーム/ピロトーシス・シグナル伝達の抑制による効果

鄭 剣廷(台湾 師範大学)、 林 恰汝. 0黄 乗益(台湾石材・資源セ

ンター)、 楊 智欽(台湾 大学付属病院)

11 : 45-12 : 00 1 O. Ca/Mgおよび海洋深層水が線維芽細胞に及ぼす影響 68(12) 
C山田 勝久・鈴木 正宏・野村 道康・柴田 雄次((株)デイーエ

イチシー)、 今回 千秋(東京海洋大学・院)

12 : 0か一12: 15 1 1. 津波被害水田において稲作は可能か( 育苗実験) 69(13) 
。木村 美恵子( タケダライフサイエンスリサーチセンタ一、 京都府

12 : 15-13 : 15 昼食

JV. 海洋深層水利用学会式典

立医科大学)、 竿本新太郎・武田 隆久( タケダライフサイエンスリ

サーチセンター)、 中川 光司・池上 良成 ( 赤穂化成(株))、

古川 敏一( 京都府立医科大学

13 : 15-13 : 30 I学会賞」授与式

V. 特別シンポジウム :次世代の海洋深層水大規模利用への挑戦

13 : 30-13 : 35 趣旨説明・司会

大内 一之(東京大学大学院新領域創成 科学研究科特任研究員)

71 (15) 

13 : 35-14 : 05 S 1 . 今、 なぜ “海洋深層水" か? 72(16) 
ご高橋 正征( 海洋深層水利用学会会長、 東京大学・高知大学名誉教授)

14 : 05-14 : 35 S 2. 新しいステージに向かうOTEC開発の国内および海外の動向 73(17) 
三池上 康之(佐賀大学海洋エネルギー研究センター教授)

14 : 35-15 : 05 S 3. 海洋温度差発電用熱交換器の開発と久米島 実証プラントへの適用 78(22) 
。貫原 定幸((株)ゼネシス・代表取締役社長)

15 : 05-15 : 15 休憩



15 : 15-15 : 45 S 4. ジャパン マリンユナイテッドの浮体技術と海洋温度差発電 79(23) 
および洋上風力発電への取り組み

。粟島 裕治・北小路 結花・吉本 治樹((株)ジャパン・マリン・ユナ

イテッド)

15 : 45-16 : 15 S 5. 陸上設置型取水技術の検討 83(27) 
。清水 勝公・堀 哲郎・白枝 哲次( 清水建設(株)) 

16 : 15-16 : 45 S 6. 台湾東部の海洋深層水産業発展の挑戦 89(33) 
。劉 金源(台湾国立台 東大学学長、 台湾深層海水資源利用会 理事長)、

黄 乗益(台湾石材・資源センター研究員、 台湾深層海水資源利用学会事

務局長)

16 : 45-16 : 55 休憩
16 : 55-18 : 00 質疑の部

司会:大内 一之/応答者:講演者各位

VI. 懇親会

18 : 30一(21: 00) I伊万里迎賓館」

1 1月21日(金)

四. 一般講演3 <利活用システム関連他> 91(35) 
座長 山下 和則((株)工コ二クス)

9 : 00--- 9 : 15 1 2. 腸管モデル細胞による海洋深層水のβクリプトキサンチン吸収促進 92(36) 
作用

。白倉 義之・向井 克之( ユニチカ(株))、 野村 道康・

山田 勝久((株)デイーエイチシー)

9 : 15- 9 : 30 1 3. 海産食品衛生における海洋深層水の利用と羅臼漁港の事例 93(37) 
。山内 繁樹・山下 和則・筒井 浩之((株)エコニクス)、

長野 章(全日本漁港建設協会)、 高橋 正征(東京・高知大学名誉

教授)

9 : 30--- 9 : 45 1 4. 2段ランキンサイクル海洋温度差発電システムの最適運転条件に関 94(38) 
する実験

。森崎 敬史・楠田 英佑・池上 康之(佐賀大学海洋エネルギー研

究センター)

9 : 45-10 : 00 1 5. 久米島における海洋深層水複合利用に関する調査 95(39) 
。浦田 和也・永江 書光・贋智恵・池上 康之(佐賀大学海洋エネ

ルギー研究センター)

10:00---10:15 16. 漁港内に放流した深層水の挙動解析 96(40) 
。多部田 茂・加藤 孝義・鈴木 期太・大内 一之(東京大学・院)

10 : 15-10 : 30 1 7. 海洋深層水を活用したカ キ浄化システム

。鷲足 恭子((株)ヒューマンウェブ)

97(41) 



10 : 3か-10: 45 1 8. 人工 海底山脈 による補償深度付近での鉛直混合 について 98(42) 
Ow令木 達雄((株)人工 海底山脈 研究所)、 武田 真典( 一般社団法人

水産土木建設技術センター)、 本田 陽 一((株)環境風土テクノ)

10 : 45-11 : 00 休憩

四. 閉会挨拶
11 : 0か-11: 10 海洋深層水利用学会理事

大内 一之(東京大学大学院新領域創成 科学研究科特任研究員)

11 : 1か一11: 30 昼食配布

・ 見学会 11 : 30-16 : 30 

11 : 30---

11 : 45-12 : 45 

13 : 05-14 : 30 

14 : 40 

15 : 10 

16 : 30 

市民センタ一発( 大型パスl 台 ・車内昼食)

佐賀大学海洋エネルギー研究センター視察

大川内山視察(現地ボランテイアガイド案内)

伊万里駅

武雄温泉駅(博多行み どり号 15 : 27発)

佐賀空港(羽田行 18: 50 発)
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〈海洋・水質/生物・水産/農業・畜産関連〉

座長 鈴木 達雄
(株式会社 人工海底山脈研究所)
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1 . 沖ノ鳥島海域における海洋深層水利用のための海洋調査
。 荒木 謙伸・植 田 貴宏・一瀬 純弥・西田 哲也 (独 立行政法人 水 産大 学校)

浦田 和也 ・池上 康之 (佐賀 大 学 海洋 エ ネ ル ギー セ ン タ ー)

1. .はじめに
現在， 海洋エネルギーを 利用する再生可能な代替エネル

ギーの開発が検討 されており， その lっとして海洋熱エネ

ルギーを 利用する海洋温度差発電 (OTEC )システム が考え

られている. OTECシステム は， 再生可能エネルギーを 利

用した発電システムのうち， 唯一安定した電力計共給する
ベースロード型発電システムになり得ると考えられている.

日本周辺には， OTEC設置に適 する海域は複数箇所存在す

るが， 特に沖ノ鳥島 は日本国内で唯一熱帯に区分 され，
OTECシステムに有望な海域と考えられる. 本研究では，
OTECシステム の設置と海洋深層水を 利用した海洋肥沃化

を 目的として， 2013 年 に沖ノ鳥島において海洋調査を
行った. また， 調査結果を 元に2006年 の調査結果との比

較を 行った. その結果を 示す.

2.調査場所およて崩泳方法
調査は， 沖ノ鳥島周辺 の 20ご 21.9' N�20o 26.9 '  N， 

1360 01. 94' E � 1360 09. 03' E の範囲で水産大学校練習
船天鷹丸により行った. St.l�5 の 5箇所 の調査点にお

し、て， 水深， 水 温および塩分について， 電気伝導度 水温水

深計 (以下CTD)を用いて計測した. また， 口D に取り付け

られた採水器により各 層で採水を 実施し， 採取したサンプ

ル水はI新吉保存後， 陸上にて栄養塩の分析を 行った. 各調
査点 での差異があまり認められなかったため， 代表的な結
果としてSt.l の結果を 記j企する.

3. 結果と考察
3.1 水温

図 l に， 2013年 ， 2006年 のSt.l におけ る水温の鉛直分
布を 示す. 図より 2013 年においては， 表層で27.5 oC， 
水深600 m付近で 7.20Cとなり， 水深とともに さ らに徐々
に低下し， 水深1000 m付近で約4 ocとなった. 表層と水
深 1000 m の聞 の温度差は約 230Cであった. また， 2006 

年 の調査結果とはほとんど、差異がみられなかった. 水温差
は OTEC の可否を 決める重要な条件であるが， 本�)略結果
より ， その条件は満たしていると考えられる.
3.2 塩分

凶 2 に， 2013年 ， 2006年 のSt.l におけ る塩分の鉛直分
布を 示す. 園より 2013年においては， 表層で 34.6 PSU， 
水深100 mでいったん35.0 PSUに上昇した後， 緩やかに
下降し水深600 mで 34.1 PSU となった後， 再び上昇して
水 深1000mで表層とほ ぼ等しし、値となった. また， 2006 

年 の調査結果とはほとんど 差異がみられなかった.
3.3 栄養塩 (ケイ酸塩)

国3 にSt.l および2 における栄養塩 (ケイ酸塩) の鉛
直分布を 示す. 水深が深くなるに従し、ケイ酸塩濃度 は上昇
し， 水深 1000m では 113μmol/lであった. また， St.l 

と2 の問に濃度 の差は認められなかった.

4. まとめ
OTECシステム 設置と海J有菊麗水を 利用した海洋肥沃化

を 目的として， 2013年に沖ノ鳥島 において海洋調査を
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図3 栄養塩 (ケイ酸塩)

1)調査点 の水温 の鉛直分布はOTECの温度 条件を満たし
ていると考えられる.

2)調査点の塩分 の鉛直分布は， 表層で34.6 PSU， 水 深
ととも に緩やかに下降し水 深600 mで34.1 PSUとな
り， それより深くなると上昇して水深1000 mで表層

とほ ぼ等しし司直となった.
3)ケイ酸塩濃度は， 水深1000 mで、113μm ol/Iで、あった.
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2. 韓国欝陵島海洋深層水 の特性とせりの水耕栽培研究

。金 庸桓・朴 賢基・ 全 得111・ 金 昌坤(慶北海洋バイオ産業研究院・研究開発部、 韓国)

魚、 再 善( 京東大学海 洋深層 水 学科、 韓国)

1. はじめに

消費者保護や海洋深層水関連産業育成のため、 海洋深層
水 の水質を把握することは重要である。 今回、 韓国鯵陵島
海洋深 層7)<.について、 ?!\�機物濃度や放射線等の変動及び特
性について調べた。 さらに 、 海洋深層水を利用した水耕農
業 の可能性と効率性を検討した。 すなわち、 海洋深 層水を
利用してせりを栽培し 、 その成長及び生:f!H活性からFTA
代答作物としての可能性を検討した。

2. 実験方法
修陵鳥では、 水深l，500m (H p) 、 720m (J D) 及び:418m
(Tト1) の3つの水深から海洋深層水を取水している。 調

査では 、 海 洋 深 層7)<.取水海域の上記3 水 深 に お い て 、
CTD(Sea ßird EJectronics社SßE911plusモテ、/レIDROMUT)
を用いて、 7)<'/昆、 pH、 rurbidi旬、 塩分 、 DOを測定し、 同
時に 、 GofLow採水機により採水して、 栄養境(N03-ì\ 、 N02-\ 、
PO，，-Iコ 、 SiO，-Si) を栄養取自動分析機(Bran-Lubbe ACCS V) 
により分析するとと も に、 大腸菌数を調べた。微量金属は、
ICP(Varian 720ES) で 、 主要元素のì\a、 Mg、 Ca 、 Kおよび

有害金属のCd 、 問 、 Cu、 Hg等を分析した。 また、 放射能の
汚染物質においては、 Caesium(Cs-137)、 Strontium(Sr-90)、
Tri tium(3H)を測定した。せりの研究では敷地I 65rrf規模の

ビニルハウスを設置して 、 その内部に、 水刺栽培及び土耕
栽培システムを構築した。 7)<.耕栽培システムは、 200L容倍

養液タンクとヘッド音flから成り 、 配管と循環ポンプにより
培養液を循環させた。 ベッド部には長さ10mの循環式ベッ
ドが5つ あり、 さらに各ベッドは16口ホづレ あるベッド計
10個から成る。循環ポンプの供給パイフ。は規格25mmを使用

し 、 自動制御システムで、駆動u寺聞をコントロールした。 せ
りの栽倍には 、 種類別に青道(CO)在来種と蔚珍(仁J)せりを
活用しており、 成長や栽培をために海洋深層水20潟、 海バー
深層水10九)j見風水、 海洋深層水及びミネラル水をJ'FJい、 い
ずれ も pH 6. 4、 EC1. 3'こ調整した。 二つ品種のせりを用い
て成長実験を行い、 せりの生理活性特性を評価した。 生理
活性の方法でSOD測定は以下図lのように行いました。
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包・oppod bν '也action 01 addれion 10 

M e a s urlng abso 巾 a n co .. 1 I h o <1 回nm

Inhlb川on concenlr..llon (%) = (1 - <S-B / Ä)) >< 100 
S = absQ.banco valu白S 01 react 10' addltlon saomple 

B '" abso�ba内C臼 vaLues 01 the sample 
A "， ab 包 o rbanc e v a lues 0 1 n O I addlt l on sample 

Fig. l. Superoxide dismutase(SOD) measurement m巴thod

3. 結果

TH、 JD及びHP の7j，iffitはそれぞれ、 0. 918、 O.569及び
0. 2260C、 tlit分濃度は、 34.1 、 34. I及び34. I (PSlI) 、 水素

( 3 )  

イオン濃度は、 7.61、 7. 52及び7. 45、 h 濃度は、 11，004、
10，467及び 10， 768mg/L 、 均濃度は、 1，304、 1，263及び
1，299mg/L、 Ca i農度は、 426 、 399及び407mg/し、 K 濃度は、
393、 374及び381mg/しで、 いずれの項目も 3 水深 聞 に差
はなかった。また、 大腸菌は不検出、 固ま化窒素濃度は、 0. 217、
O. 253及びO.269mg/L、 リン酸濃度は、 O. 040、 0.046及び
O. 052mg/L 、 ケイ酸濃度は、 O. 878、 1.403及びO.878mg/L 
であった。 Cd、 町、 Cu及び均等の有害金属はいずれ も 基
準値以下であった。 放射能物質は、 311がMDA値以下で あ
り、 137Cs は、 1. 527、 1. 372及び1. 051mBq/Q、 90Sr は、
1. 221、 1.039及び0.625mBq/Qで、あ り 、 いずれ も 基準値以

下で あった。
せりの水耕栽倍では、 いずれの水を用いて も 、 青道(CO)

在来積，蔚珍(UJ)せりが一番良い成長 を示した。 また、 土
耕栽i音でも、 し、ずれの7)<.を用いても、 青道在来種，劇珍l
号せりが も っと も 良好な成長を示した。せりの生理活性は、
図2 に示すように、 総 ポリフェノー/レ含量では、 海洋深
層水 20犯のi容液で、 もっとも高山 、値を示した。 ラジカル消
去能と SOD ì}llJ定結果でも、 海洋深 層水 20犯の熔液で、 最高
の活性を示した。総ポリフェノール含量とラジカル消去能
の相関性を分析したところ、 総ポリフェノール含量が多い
ほど、 ラジカル消去能は高いことが分ヵ、った。 また 総ボ
リフェノール含量とラジカル消去能と の聞には 57. 95犯の
相聞があった。

con CO-1 CO-2 C0-3 CD-4 CD-5 UJ-l UJ-2 

巴CC炉4

ロCD-'

圃UJ-l

I:"JUJ-2 

白UJ-3

Fig. 2. Superoxide dismutase like activity of 
dropwort extracts 

以」こから、 海洋深層水 20%溶液を水耕栽浩に用いると
一番良い結果を得られることが示されたが、 それは、 海洋
深 層水に豊富に含まれる栄養取やミネラルが、 せりの成長
によい影響を与えられたこと によると考えられる。 今後 、

栽士音方法および実験結果について 農家に広報し、 農家所得
のよ首大を図っていきたい。

参考文献
1. -(11庸桓，朴資基)�街坤， “穆|凌島海洋深 層水 の水質 特

性
2. Yong一Ih、wan Kim日1， “Study on Water Culture System by 

Water Dropwort production using D日ep Sea Wat巴r， (社)
斡園海洋深 層7)<.研究舎(2013). 
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3. パイロシーケンス法による日本各地の海洋深層水

の微生物群集構造解析

。媒: 太照 ・UJ田 勝久・今回 千秋(海洋大)・中山 二郎(九州大)
・ 五十嵐 康弘(富山県立大)・池上 康夫(佐大海エネ)

1. 目的
近年、 陸上微生物由来の新規有用物質の発

見は極めて少なくなっている。 その為、 海洋

|ニド1来微生物に関す る研究が活発に行われてい

る。特に最近では海洋深層水(以下DSIV)中の微

生物に注目が集まってき ている。DSIVは表層水

(以下 、SSIV)に比べ微生物数が少ないことが知

られているが、 現場に生息する微生物は低温、

高圧、11青黒.という特殊な探境に適応している

と考えられることから新しい有用微生物の発

見が期待される。 そこで、産業上有用な微生物

の探索に向けて、DSWとSSIV �I]の微生物群集構

造を解析し、 それらを比較検討してDSW中の

微生物群集構造の特異性を検証することを目

的とした。

2. 実験方法

本研究では日本各地(久米島、甑島、室戸、

伊豆赤沢、 富山、 岩内、 羅臼)か ら SS\Vおよ

びDSW(2013年5月、8月)を入手し、 微生物

群集構造解析の試料として用し、た。 各試料を

3.0μmフィルターにてi戸過後、 そのìfii夜を更

にO. 2μmフィルターにて伊過し、 そのフィル

ター上に集菌された微生物のDNAを常法によ

り抽出後、 細菌用プライマーを用いてPCR増

幅を行い、 得られたPCR産物を常法により精

製後、 パイロシーケンサー(GS FLX Ti lanium， 

(4) 

Roche)を用いて微生物群集構造を解析した。

得られた生データはQIIMEソフトにより分

析を行い、 サンプノレごとにOTU(Operational

Taxonomic Uni l、 分類操作単位)に分類し、 こ

れらのデータを集計し、 各サンプル聞の微生

物群集構造をクラスター解析した。

3. 結果及び考察

クラスター解析の結果、 日本各地DSIVの群集

構造は太平洋側のグルーフ。と日本海・ オホーツ

ク海側グルーフ。の2つに大きく分かれた。 一方、

SSIV の群集構造は何れの海域グルーフ。で、も関連

性が見られなかった。 これらのサンフ。ル中の微

生物を同定した結果、 全海域のDSIV中には

Planclomyces 属 、 また SSIV 中に は

FJavobacteria属の非111菌が普遍的に確認された。

図1に示すように、 1::1本各地の全海域において、

未同定の微生物がSSWよりもDSWに多く見られ

たことから、DS\Vからの新規微生物の分離が 期

待される。

DSW 

図1 日本各地DSW及び SSW の微生物同定結果



61 

4 . 海洋深層水を用いた水耕栽培技術の検討

。 野村 道康・伊東 智恵 ・鈴木 正宏・山 田 勝 久 (附デ、ィー エ イ チシー )

今回 千秋・小林 武志・寺原猛 (東京海 洋大 学・院)

1. 目的
海洋深層 水 の 原水 ( 以下 、 DSW) は低温 ・ 清

浄・富栄養など の 資源 性を有していることから

様々な分野への利用が期待されているが、農業

分野への利用研究例はま だ少ない。我々はこれ

までDSWを用いた各種 野菜の栽培試験を行い、

DSW由来 の ミネラル の付与や 、 硝酸態窒素含量

の 減少など の傾向を見出した。 しかし、DSWに

よる長期間 の 栽培では野菜の生 長が限害され

る現 象が確認され、産業利用上の 課題となって

いる。

そこで本研究では伊豆赤沢DSWを用い、 DSW

による栽培期間を変えて野菜を栽培し、DSWに

含ま れる主要ミネラル を指標に、野菜の生 長を

阻害すること なく DSW 中のミネラル を野菜に

移行させる栽培方 法を検討した。

2. 方法

京水菜、 小松菜、:まうれん草の 計 3 品種 の種

子を水 道水 で、発芽させた後、完全閉鎖型の野菜

プ ラ ント にて、 電気伝導 度( EC)がl. 5 dS/m と

なるように肥料 ( 大塚 A 処方 )を添加した養液

で栽培した。 収穫まで 30日間とし、 それぞれ

収穫前の2、 4、 6、 8 および1 0日間を20弘DSW

となるように調整した養液 ( 以下 、 20九DSW養

液 ) に切替えて栽培する各試験区を設定した。

なお、 対照区はDSWを用いない養液で 30日間

栽培した。

収穫後、 各野菜の可食部 を細切し、常法に従

って野菜1 9に対して1%塩酸50mL を加え、 室

温で1時間振壷抽出した後、 ICP発光分析装置

( ICPE -9000、 島津製 作所) によりト旬、 K、 Ca

及び Mg含量を分析した。

(5) 

3 .  結果及び考察

実験の結果 、20九DSW養液による栽培期間を

通して野菜の 生 長に顕著な阻害は見られなか

った。 ま た、 3種 の 野菜ともに20%DSW養液に

よる栽培期間の長さに相関して Na 含量が増加

した。 Na 以外のミネラル について、 ほうれん

草では栽培期間の長さに相関して Mg 含量は緩

やかに増加し、 KとCa 含量は減少した。一方 、

京水菜と小松菜で、 は 20九DSW養液による栽培

が2日間の区で K、 Ca および\lg 含量が増加し

た。 これらの ことから、20九DSW養液による栽

培が短期間でも各 野菜のミ ネラル 含量に変化

が見られ、最も短い2日間においてもDSW中の

ミネラル が野菜に吸収されること が確認 され

た。 一方 、 京水菜とほうれん草の20九DSW養液

による栽培が4日間以上の 区では Mg 含量は増

加せず、 KとCa 含量は減少する傾向が見られ

たの

以上をま とめると 、DSWによる栽培期間の長

さと相関して、 全ての 野菜において Na と Mg

含量が増加し、 KとCa 含量が減少する傾向が

見られた。 ま た、 この ことから野菜のミネラル

吸収に際し、 Na と K及び Mg と Ca にそれぞれ

桔抗作用がある可能性が推察される。

今 回の結果 から、 2日間という短期間でも

DSW 中の ミネラノレが野菜へ吸収されること が

確認され、これまでD SWによる栽培において懸

念されてきた塩分による生 長抑制のリスクを

最小限に抑えつつ、DSW中の ミネラル を含有す

る野菜を栽培する可能性を示すことができた。

今 後はヒト の健康に寄与するその他の 成 分に

ついても DSW による栽培における含有量の 変

化を測定し、高付加価値 野菜の栽培方 法につい

て検討を行っていく予定である。
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5. 海洋深層水 の冷熱を利用 し た島ラッキョウの価格高騰期生産

。兼鳥 盛吉・谷合 直樹※(沖縄県海洋深層水研究所)

1. はじめに

沖縄県の島ラッキョウ は、 人気の島ヤサイ

として急激に消費が伸び、 そ れに伴って栽培

面積、 生産量とも拡大して き た (図1 ) 。 し

かし、 島ラッキョウ は、 高温により休眠に入

る ため、 盛夏期の8� 1 2月の生産量は悔端

に少なくなる(図2)。 この時期に市場価格

は高騰するが、 飲食業などの業務用を中心に

需要が増加しており、 周年出荷が要望され て

いる。

そこで、 海洋深層水 (100C前後) との熱交

換で得られる約120C の冷淡水を利用した地

中冷却栽培条件下で、 盛夏期に島ラッキョウ

を栽培し、 その生育状況を調査し価格高騰期

における生産の可能性を検討した。

2. 方法

沖縄県の在来系統 (石川系統・農研センタ一

分譲種球)とラクダ種(本土系統・伊江島産購

入種球) の2系統を供試した。

栽培試験は、 沖縄県海洋深層水研究所内鉄

骨ハウス(240m2(8X30m) )で、 1区 2. 16 
m 2 (180cmX 120cm) 、 栽植密度:条問20cm

×株間20cm(54株/区 ) で実施した。

植付け は、 地中冷却区と非冷却区の種球の

重量差が無いように調整(株長20cm)し、 3

月 、 5月 、 7月、 9月の4回、 畝底(地表面

よりlOcm下)に行った。植付け後8週目に平

培土、 1 0週目に 高培土(地表面よりlOcm

覆土)を行った。

地中冷却条件は、冷水調度120C(熱交換水)、

送水管埋没深度10cm、 送水管配置間隔20cm、

送水管l本あ たり流量2Q，/ minとした。送水管

は、 �íKビ管(VE22 mm)を用い た。

生育調査 は、 植付け後1 2週目から、 3週間

置きに6回(27週固まで)、 そ れぞれ 9株に

ついて生存株数 、 株重 、 調整重量、 分球数など

を計測した。 調整重量は、 根部lcm、 地上葉

部20cmで切除した残りとした。 生存株率は、

※沖縄県農業研究センター

(6) 

定植後27週目までの54株当たりの生存株

数を基に算出した。

3. 結果

非冷却区の地温は、気混とほぼ同様の変化を

示したが、 地中冷却区の地温は、施設内の平均

気温が3 OOCを超える 7月から9月期におい

ても、 非冷却区よりも9� 1 OOC低く推移し

た3 生存株率は、 いずれの植村け月において

も、 非冷却区に比べ地中冷却区の方が高くな

り、特に 、 3月�7月植付けではその 差が大き

くなった。 3月から7月に植付け たものでは、

夏季に非冷却区では生長が見られなかったが、

地中冷却区では休眠に入ることなく生長が続

いた。

今回の結果から、海洋深層水を用いた地中冷

却栽培により島ラッキョウを栽培することで、

価格高騰期に当たる8月� 1 2月にも、島ラッ

キョウを生産できる可能性 が示され た。 今後、

地中冷却栽培法に要するコスト面からの検討

も重要であると考えられる。
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6 . 海洋深層水を利用したバブル型天然洗顔料の満足度調査

。魚 再 善 (京東大 学 海洋深層 水 学科 、 韓国) 、 金怜希 (京東大学 海洋深層 水 融複合 学科 、 韓国 )

金仁淑・金漕東・ 崖乗哲 ( パイ ン リ ッ ジ リ ゾー ト 、 韓国) 、 金庸桓 (慶北海洋バ イ オ 産業研究 院・研

究 開 発 部 、 韓国)

1. はじめに
最近の トレンドは、 食生活 から ファッション ・ ビュ

ーティーまで、 環境に優しい、 オーガニック、 自然主

義 を標梼しながら 、 生活全般に化学成分 が少ない製品

を探す人が増えてきている。 化粧品市場での自然主義

的な傾向は、 天然素材、 有機材料 、 環境に優しい素材

の開発に影響 を与え、 海洋深層水の自然化粧品に活用

し、 効果的に海洋深層水の 化粧品の原料 として適 用し

よ う とする。

2. 方法
アンケートは、 海洋深層水を用いたパブ、ル型天然洗

顔剤使 用した後の満足度 を 調査した 。 アンケートの回

答者は、 京東大学の在学生 を 対象に実施した。 先行研

究の アンケートをも とに、 本 研究の目的に合うように

再構成した。 アンケートの 質問の 構成は、 一般的な事

項(2問)と洗顔料 を乳購入した一般的な特性(3問) 、

皮膚や洗顔料 に対する関心度 (6 問)、 海洋深層水を利

用したパブ、ル型天然洗顔剤の満足度(9 問)な ど で構成

した。

3. まとめ

総回答者数 は 106 人で、 性別は男性が58免で、 女性

が42犯 となった。年齢は20歳�29歳が80施、 30歳 ~

39歳 は14潟、40� 49歳が問、50� 59歳がl見 となった。

洗顔料 を購入した一般的特性について調査したとこ

ろ、 洗顔料購入頻度 は1ヶ月毎に 1輔、 3 か月毎 4問、

6ヶ月毎に2側、 12ヶ月毎に聞であった。また 、 洗顔

料購入費 用は 5000ウォン未満が10時で、5000ウォン~

1万ウォン 以下40犯で、 1万ウォン�2万ウォン 以下

43弘で， その他で 7覧 として現われた。洗顔料購入タイ

プは、 クリームタイプが4側、 石鹸タイプ l師、粉タイ

プ 問、 液体タイプ 14%、 パブ、ルのタイプ 19犯で、 調査

された。

皮膚 と洗顔剤に対する関心度 を調査した結果、 まっ

た く関心がないが師、 関心がない13%、 通常であるが

(8) 

38弘、 少し興味があるが26% となった。自分 の 肌のタイ

プは乾燥肌が 22弘、 中性肌が l側、 脂性(オイリー)肌

3側、多重度 の皮膚 l師、敏感肌が 5切 として現われた 。

皮膚問題で病院治療の経験かあると答えた対象は 20見

で、 ないと答えた対象は 80略 と調査された。 洗顔料 の

要素に対する質問では、 要素のほとんど を知っている

が輔、 一部の要素だけを知っているが38始、 ほとんど

知ら ないが38切で、 興味がないが20切で、 調査された。

また、 洗顔料 を購入際に、 重視する 点 は、 ブランド、

または会社が40犯で、 価格が23犯で、 要素が18丸 その

他が15切で、 容器が叫で、 調査された。 洗顔料 を購入

する場所 としでは、 化粧品店が56潟、 インターネット

ショッピングモールが 26切で， デ、パートまたは、 マー

トが1 3潟、訪問販売4札 そ の他がl犯 として現われた。

使 用した後、 最 も 良い点 は、 皮膚問題が改善された

が20比肌の保湿力が良 くなったが4側、毛穴が改善さ

れたが輔、 皮膚 がホワイトニング(美白)に なった が

28弘に調査された。今後の使 用意思に対するアンケー卜

では、使 用するが7刻、使 用しないが27犯と調査された。

また、適正な価格 としては 5000ウォン�1万ウォンが

37弘、 1万ウォン�1万 2千ウォン が43見 1万3千ウ

ォン�1万5千ウォン が14%， その他が附で、 調査さ

れた。 洗顔料 の 適正容量は、 100mlが開， 150mlが

42丸200mlが43偽， その他が7%で、 調査された。

海洋深層水を用いたパフずル型天然洗顔料 の使 用した

後の満足度 調査結果は、 満足度 はよいのとしてラン ク

付け された。 本 研究では、 ウォータ一類の原料 として

海洋深層水を用いたパブ、ル型天然洗顔料 に対する関心

を高め、 海洋深層水を用いたパブ、ル型天然洗顔料 開発

の基礎資料 として活用しよう とする。

本 研究は、 中小企業庁 (中小企業技術振興院) が実

施している中小企業契約学科( 海洋深層水融複合学科)

のサポートで実行された産学研究結果の一部である。
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7 . 海洋深層水基礎化粧品の原料開発およびその保湿効果について

李 士畦 ( 台 湾 工業技術研究 院) 、 0黄 乗益 (台湾石材・資源、セ ン タ ー)

1. はじめに

皮膚は加齢、紫外線、喫煙や 環境汚染などで

機能が衰退し老化する。皮膚の老化の 指標には

保湿力 がよく使われ、表層 皮膚の 場合は水 分含

量が指標となる。本研究で、は海洋深層 水から得

たミネラル を原料に調製 した化粧水で保湿効

果を検討したc具体 的には海洋深層 水で作製 し
た化粧品試料が皮膚の 保湿力 ま たは質の 改善

効果の有無や それによる悪影響を調べた。

2. 実験方法

(1) 化粧品試料の調製 および 実験条件

本研究に用いた化粧水 試料は一定 成 分のエ

ッセ ン シヤル ・リ キッドを逆浸透水 で、濃度が

30�40出になるように希釈したもの をベース に

して、さらに海洋深層水 の原水から作製 したミ
ネラル組成の異なる原料水 ( 低塩 分低ミネラル

水 ( Aw)、 低塩 分高ミネラル 透析水 ( Bw)、 低塩分

高ミネラル水 (Cw)と高塩 分低ミネラル 透析水

(Dw))を添加して、 4 種類を調製 した。 それぞ

れの 試料に添加された海洋深層水 原料水 の 割

合はLlで Aw40� 50札 L2で Aw20九+ Bw20 �30路、

L3 で Aw20 弘+Cw20 、30話、 L4 で Aw25 免+Dw

20 �30犯である。上記の L1� L4 とは別 に逆浸透水

を40、 50 犯の割合で添加した試料をコントロ ー

ル として準備した。 被験者は 20�30歳の 女 性
25名をラ ン ダム に 5 グルー プ。に分けて保湿力 、

皮脂量と pH、 さらにしわテスト を行った。 全

てのテスト は相対湿度が 60士問、 温 度が25:t

1 ocの 状態に保っている室内 で、行った。

(2) 保湿力 テスト

皮 膚 の 保 湿力 テスト は 角 質水 分 測 定 器

( corneometer， コル ネオメーター )と 経表皮水

分蒸散量メー ター を用いて、頬皮膚の角質水 分

含量を部 位ごと に短時間周期と長時間周期に

分けて測定した。 短時間周期は使用直 後に 1 0

分ごとに測定し、長時間周期は毎朝晩使用して、

毎週1度測定して、 4 週間を続けた。

(3) 皮脂量と pH テスト

皮脂量が高いと酸化して毛のうが塞が り、や

がてにきびや 吹き出 物など の 原因 になるので、

ここではス キ ン pH メー ター を用いて、 額の 皮

脂量と pH を測定したc 化粧品を使用した後の

皮膚の pHは4. 5�6. 5 が正常であるつ

(9) 

(4) しわテスト

ここでは目尻のしわを対象に、化粧水 試料の

使用前後の形や 大きさの 変化を調べた。

3. 結果と考察

保湿力 テスト の結果 、海洋深層 水 を添加した
化粧水 試料は逆浸透水 の み を添加したもの に
比べて、ほとんど の 試料で保湿力 の向上効果が
確認された。 結果が最も顕著な L2 試料は短時
間テストで最大28払長時間テストで最大 4 7犯

の保湿力 が向土した。 一方で、 L3 試料は長時
間テストで保湿力 がやや 低下した。

表 l 海洋深層水 原料の添加による化粧水 試料
が皮膚含水 率に与 える影響。結果はコントロ ー

ル を基準にした比較 値で示す。

使用待問 L1 L2 L3 L4 Control 
使用前 1030〆O 1050，ó 1150'0 1 22 叱。 100% 

使用直後 97 .3�ô 100% 101 00 102% 100�ノ0

10分後 118% 1280匂 127�〆b 124% 1000'0 

20分後 114% 11400 116% 121% 100叱b

30分後 108% 104�勺 l06�� 114% 100叱。

40分後 1�50"o 121 0/0 1今LJ勾�!O 1270'0 100% 

1遜間後 104% 123�ó 91.5% 104 %  100�ó 

2週間後 124% 147�，ó 97.80• 115% 100�0 

3選間後 117% 131�ó 95.1�〆O 1070。 100�'，。

4週間後 114% 133 00 94.8% 108?、 1000。

皮脂量については化粧品の 使用後に増加し

ないことが望ましい。 実験の結果、 海洋深層 水

原料を添加した化粧水 の 使用後に皮脂量が増
加せず、使用前後に皮膚pH の 変化はO.26 以下

に抑えられた。

しわテスト の結果、表層皮膚の保湿力が向上

したため、しわの深さや 大きさが明 らかに改善

した。 真皮層 の 修復に微量元素が必要なため、

海洋深層水 の ミネラル がそれを補ったと推察
される。

台湾では化粧品の 原料はほとんど 輸入 に頼

っているため、原料の 取 得や 処方 の確保は中小

規模の業者の最重要な課題である。本研究では

海洋深層 水 の ミネラル 成分を用いた原料処方

は大幅に使用効果を向上させ、基礎化粧水 の皮

膚浸透や 保湿力の評価 において、重要な根拠を
提供した。
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8. 海洋深層水飲用マウスの免疫賦活(腫療増殖抑制効果)とその候補蛋白

。 端 口 佳宏・中川 | 光司・池上 良成 (赤穂化成側) 、

竹内 啓晃・杉浦 哲朗 ( 高 知 大 学医学部)

1 .  目的
我々はこ れまでに、海洋深層水 よ り調製 した

高ミネ ラル水 の飲用によるヒ ト の健康に与 え

る有益な効果として、循環器系疾患の改善、免

疫の賦活、 ピ ロ リ菌の増殖抑制があるこ と 、 ま

た動物 実験 では腫虜 細胞の増殖抑制効果 など

を認め本 学会 で 報告 してきた。

本報告 では、現在 実施 している腫蕩 細胞の増

殖抑制機序 を解明 するために、高ミネ ラル水飲

用時に腫場組織内 で 発現 量が変化した蛋白の

解析経過 を報告 する。

2. 方法

5 種類の 高ミネ ラル水 ( マグネ シウム/カル

シウム (mg/ L )、 A : 1 00/200、 B : 1 50/1 50、 C :

200/ 70、 o : 240/ 0、 E : 0/350)を 高知県室戸沖

より採 水した海洋深層 水を用いて調製 し、試験

水として用いた。コントロ ール には精製水を用

いた。 試験 は、 試験 水 ま たは精製水を2週間摂

取 させたヌードマウ ス (雄、4週齢)後頚部皮下

に、 腫虜 細胞( MNN-45:ヒ ト胃ガン由来 細胞、 ま

たはHeLa : ヒ ト子宮ガン由来 細胞) 1 X 107 細

胞を移植 し、さらに2週間試験 水 ま たは 精製水

を自 由 摂取 させた後に、 腫虜 組織・血清 を取 得

した。

摘出した 腫蕩 組織の 超音波破砕物と血清 お

よび抗マウ スI gG抗体 を用いてウエ スタンプ

ロッ トを実施 し、高ミネ ラル水摂取群 と コント

ロ ール群で抗体反応プロファイルを比較 した。

抗体反応プロファイル で 、差 が 認 められた箇

(10) 

所のゲルを LC -MS/ MS 分析に供 し、 差 を認 めた

箇所に含ま れる候補蛋白を 得た。

それら各候補蛋白のmRNA から cD NAを作製 し、

候補蛋白遺伝子と His タグ 付の融合蛋白を遺

伝子組換 え法にて作成した (His融合蛋白産生

プ ラ スミド)。 プ ラ スミドは大腸菌内 で誘導 発

現 させ、超音波破砕後に得られた各融合蛋白を

同じ 血清および抗マウ スI gG抗体 を用いてウ

エ スタンプロッ トを実施 し、その反応性 から絞

込み を行った。

現在は、 FLA Gと 各候補蛋白遺伝子 の融合蛋

白産生プ ラスミドを作製 し、それらを導入 した

腫蕩 細胞を作製 している (transfectant )。 今

後はそれらtransfectant を使用し、 目的蛋白

を発現 誘導 するこ とで 、腫蕩 細胞増殖抑制効果

の 確認 を M TT試験 で 実施 する。

3 . 結果・考察

コントロ ール群 と 比較 して 高 ミネ ラル水摂取

群は、腫虜サイズが MKN -45 およびHeLa ともに

有意に小 さく、 抗体反応プロファイル では、

MKN -45は約50kDa、HeLaは約 50kDa と 約30kDa

にコントロール では 認 めないバンドを確認 し

た。その バンドの LC -MS/MS 解析の結果、MKN-45

は44種類、He L a は31 種類の 腫蕩 増殖抑制に

関与 する可能性の ある候補蛋白が 得られた。ウ

エ スタンプロッ トで MK N-45は9種類、HeL aは

5 種類ま で絞り込み 、 さらに 現在は数個の

transfectant が 作 製でき 、 M TT試 験 に て

viabilityの評価を進 めている。
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9 . 海洋深層水の摂取によるピロリ菌増殖の低下はカスパーゼ、一1/インフラマソーム

/ピロトーシス ・シグ、ナル伝達の抑制による効果

鄭 剣廷 (台 湾師範大学) 、 林 恰汝・0黄 葉益 ( 台 湾石材・資源、セ ン タ ー)

・楊 智欽 ( 台 湾 大 学付属病院)

1. はじめに

水深200m以深から汲み上げられる海洋深

層水は清浄かっ性質が安定していることか

ら、 含有資源、が様々な商品に利用されている。

近年は深層水に含まれているイオンが着目

され、これまでに多くの研究によって血中脂

肪の減少、アレルギ一反応や胃潰虜症状の軽

減効果が確認されたc医学的に高濃度のマグ

ネ シ ウ ム摂 取 はピロ リ 菌 (fi1θlicobacter

pylori)の感染を防ぎ、 胃潰壌や胃食道逆流

の症状を改善することが知られ、 深層水から

製造したマグネシウムイオンが多く含まれ

た飲料水にも同様の効果があると報告され

ている。そこで、 本研究では海洋深層水由来

の飲料水による、ピロリ菌が原因である胃潰

場症状の改善の仕組みについて解明を試み

fこO

2. 材料と方法

本研究ではピロリ菌による胃病変に重要

であるインフラマソーム/カスパーゼ-1・シ

グナル伝達に着目し、 ピロリ菌増殖実験、 細

胞実験(i刀 vitro)、 動物実験(in vivo)およ

び臨床実験によって、 海洋深層水由来の硬度

の異なる飲料水による影響を調べた。細胞実

験はAGS細胞、 動物実験はBALB /cラットが

用いられ、臨床実験は実際にピロリ菌の感染

が確認されている患者で、行った。試料水は海

洋深層水原水を減圧濃縮して、途中で生成す

る固体物を取り除いて濃縮液を得、それに逆

浸透水を使って必要な硬度に調整して実験

に提供した。

3. 結果と考察

細胞実験および動物実験の結果、ピロリ菌

の増殖は海洋深層水由来飲料水の硬度の増

加にしたがって減少し さらにインフラマソ

ーム/カスパーゼ-1・ シグナル伝達が抑制さ

れることによって胃上皮細胞の損傷が軽減

した。細胞実験と動物実験ではピロリ菌によ

るカスパーゼ-1とカスパーゼ-1/IL-1ß活性

の上昇の抑制、NAOPHオキシダーゼgp91phox、

C068およびアポトーシスの増加、 さらにオ

ートファージの減少が確認され、ラットの胃

粘膜損傷の軽減が確認された。臨床実験では、

海洋深層水由来の飲料水を14日間摂取した

患者に、ピロリ菌の感染症状が低減したこと

が明らかとなった。 以上の結果から、 ピロリ

菌による胃病変はインフラマソーム/カスパ

ーゼl・シグナル伝達に関係すると考えられ、

適切な海洋深層水由来飲料水の摂取はこの

シグナル伝達を抑制し、ピロリ菌感染を有効

に根絶できることが示唆された。

、、‘‘置，l
 
唱.1〆，‘町、
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10. Ca/Mgおよび海洋深層水が線維芽細胞に及ぼす影響

。IJI[ll 勝久 ・鈴木 正宏・野村 道康・柴田 雄次 (附DHC) 、

今回 千秋 (東京海洋 大 学)

1. 目的
ヒ ト の健康への利用では， 海洋深層 水 (DSW)

に豊富に含ま れるミネ ラル類の特徴 (Ca/Mg 含

有比が陸 水と 逆転する )について非常に興味が

持たれるところであるが， その摂取意義を考慮

した基礎的な研究報告は未だ少ない. なお， ヒ

ト の健康と Ca/Mg摂取比の関係については，

Karppanen et a1. (1978)の研究が有名である.

彼らは食事から摂取する Ca/Mg 比が増大する

と虚血性心疾患による死亡 リスクが上昇する

ことを世界的規模の研究で明 らかにした.彼ら

の報告に端を発して今日に至るまで， ヒ ト や動

物による研究報告は数多く見られるが， 生体 を

構成する最小単位である細胞に関する研究は

殆ど 見られない. そこで本研究では， ヒ ト由来

の培養線維芽細胞 ( 以降， NB1RGB) を用いて

Ca/Mg 比が細胞活性に及ぼす影響と細胞活性

が低下するCa/Mg比におけるDSW添加効果 につ

いて調査することを目的とした.

2 . 方法

NB1RGB を培養シャ ーレでコンフルエント 状

態まで培養後， 常法で細胞を剥離して新しい培

養シャ ーレ2枚に継代した.この操作を重ねて

継代回数とした. なおNB1RGB の培養は， 全て

37 oC， 5 九cO2の条件で行い， 細胞の増殖及び

前培養は1 0%FB S 含有イ ーク守ル ME M培地を用い

た. 上述の NB1RGB を 96穴マイクロプレ ート

に2X 1 04個/穴になるように播 種 し 1 日間

前培養を行った. 前培養後， 培

地中のCa濃度が， 概ね健常なヒ ト の血清中の

濃度の範囲 (2. 0-....，3. 5 mM) と なるようにCaC12

を用いて調製 後， 各 Ca濃度におけるCa/Mg添

加比が 0-....，4 となるように MgC12・6H20で調整

( 12) 

して 1日間培養した. なお細胞活性は\IT T還元

法により測定した.さらにCa/Mg添加比の増大

とともに細胞活性の低下が見られる継代回数

が19回のNB1RGB を用いて各 Ca/Mg比における

DSW添加 (終濃度， 0. 5弘) の影響を調べた.

3 . 結果および考察

継代回数が1 0 回及び12回の NB1RGBでは，

Ca濃度の増加およびCa/\lg添加比に関わらず

高い細胞活性が確 認された . しかし継代回数

が14 回以上ではCa濃度に関わらずCa/Mg添加

比の増大に伴って細胞活性が低下し， Ca/�Ig � 

2では細胞活性がほぼ消失した. そこで継代回

数が19 回のNB1RGBを用いて， 各 Ca/\1g添加

比におけるD SW添加の影響を調査した結果 ，

Ca/Mg三2においてDSWの添加が細胞活性の

低下を抑止する効果 が観察された.

本研究に供したNB1RGB は分裂寿命を有する

正常細胞であり， その継代回数はすなわち細胞

の老化を意味するとされている.本研究におい

て継代回数が多い老化した細胞はCa/Mg添加

比の増大に伴って細胞活性が顕著に低下した

ことから， 若い細胞では全く影響のないCa/ Mg

比であっても， 老化した細胞にとっては致命的

な負荷因子となる可能性が示唆された.さらに

老化した NBIRGB で DSWの添加効果を調査し

た結果 ， DSW添加によりCa/Mg壬2の範囲で

はあったが， 細胞活性の低下を抑止する効果 が

確認された.
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1 1 . 津波被害水田において稲作は可能か(育苗実験)

。木 村 美恵 子 ( タ ケダラ イ フ サ イ エ ン ス リ サ ー チセ ン タ 一 、 京都府立医科大 学)

竿本 新太郎・武田 隆久 ( タ ケダラ イ フ サ イ エ ン ス リ サ ー チセ ン タ ー)

中川 | 光司・池上 良成 (赤穂化成 (糊) 吉川 敏 一 (京都府立医科大 学)

1. 目的
海 洋 国 日 本 に 生 き る 我 々 は 海 と 深 い 関係の

も と で 生活 し て き て い る 。 2011 年 3 月 の 東 日 本

大震災 に よ り 岩 手 県 、 宮城県 な どの 田 畑は 大 き

な 津波被 害を 受 け た 。 そ の 後 、 海水 の 塩分被 害
を 受 け た 田 畑は 除 塩処理が 必須と 考 え ら れ 、 農

業 従事者 の 大 き な 難題 と な っ た 。 し か し 、 除 塩

処理 を し な い水 田 に おい て 塩害なく 、 寧ろ 、 例
年 よ り 豊作で あ っ た と の 実態 も 散見さ れ る 。 今
回 、 水 田 稲作の海水 に よ る 塩害と ミ ネ ラ ル成分
の 動 向 に つ い て 、 深層海水 を 用 い て 水 稲育苗実
験 を 行 な っ た の で報告す る 。
2. 方法

本 実験 に は 、 蒸留水 で洗浄 し た砂 を 用 い て 砂

栽培 を 行 な っ た。 種 籾は京都産 コ シ ヒ カ リ を 用

い 、 次の 5 群(5 種類 の 水 耕水 ) 、 ① 対照 群 (蒸

留水 ) 、 ② 低Na 深層海水 群(Na ;74 ， K;69 ，  Ca ;70 ， 

'v1 g ; 200 ppm) 、 ③ 深層海水1 0倍希 釈群(Na ; 1 080 ，  

K;41 ， Ca ;46 ，  Mg ;1 30 ppm) 、 ④ 深層 海水 6 倍
希 釈群 (Na ;1 800 ，  K;69 ，  Ca ;76， Mg ;2 1 7  ppm )、
⑤ 深 層 海 水 4 倍 希 釈群 (Na ;2700 ， K; 1 04 ，  

Ca ; 1 1 4 ，  Mg ;325  ppm) と し た 。

播種後 1 6 日 目 、 23 日 目 に 草丈、 葉 ( 葉身十

葉鞘) 重 量 およ び 総根重 を 測 定 し た 。 そ れ ら の

試 料 を マ イ ク ロ ウ ェ ー ブ サ ン プ ル 分 解 装 置

(lAULTIWAVE， Perk i n  E l mer 社製) を 用 い 硝酸

に て 湿式灰化 処理後 、 ミ ネ ラ ル6元 素 (Na 、 K、

Ca 、 Mg 、 P 、 Zn) を 、 誘導 プ ラ ズ、マ 発 光 分析装置

(ICP -AES I'erk i n  E l mer 社製) に て 測定 し た 。

統計処理 は 危険率 5% で 一 元 配置分散分析 を 行

い 、 有意な も の に つ い て Bonferroni型多重比

較検 定 を 行 っ た 。

3. 結果
1fJ:Jt;播種後 1 6 日 目の 草丈は 、 低Na 深層 海

水 群は 対照 群に 比 較 し て 有意 に 高値で あ っ た 。

深層海水 1 0倍希釈群、 深層海水 6 倍希 釈群、
深層海水 4倍希 釈群の 草丈は水 耕水 の Na 濃度
が 高値に な る に 従 い 有意 に 低値と な っ た 。 23日

目 も 同 様 の 傾 向 が 見ら れ た 。 j苦(JIl身チ葉鼎リ

重量; 播 種後 1 6 日 目 の深層海水 4倍希 釈群葉

重 量 は い ず れ の 群 と 比 較 し で も 有 意 に 低値で

あ っ た 。 23 日 目 も 同 様 の 傾 向 が 見ら れ た 。晶、根

重; 播種後 1 6 日 目 で は低Na 深層海水 群、 深層

(13) 

海水 1 0倍希 釈群お よ び深層海水 6 倍希 釈群は

深層 海水 4倍希 釈群に 比 較 し 有意 に 高 値で あ っ
た 。 23 日 目 は各 群問 に 有意 な 差 は 見ら れ な か っ
た 《

ミ ネ ラ ル濃度 に つ い て み る と 、 地濃度; 播種

後 1 6 日 目 の 葉お よ び 総根と も に 深層海水 4倍

希 釈群の Na 濃 度 は対照 群に 比 較 し て 有意 に 高

値で あ っ た 。 水 耕水 の Na 濃度依存的 に 高 値傾

向 が あ っ た 。 23 日 目 も 同様 の 傾 向 が 見ら れ た O

K渡度; 播種後 1 6 日 目 の 葉お よ び 総根と も に 、

低 Na 深層海水 群は 、 Na 濃度 と は異 な り 、 対照
群に 比較 し て 有意 に 高値 で あ っ た 乙 23 日 目 も 同

様 の 傾 向 が 見ら れ た 。 Ca 度度; 播種後 1 6 日 目

の深層海水 4í音希 釈群葉中 濃 度 は し 、ずれ の 群と

比較 し で も 低値で あ っ た c 23 日 目 は各 群聞に 有

意 な 差 は 見ら れ な か っ た紘濃度; 播種後 1 6

日 目 の 低 Na 深層海水 群葉中 濃 度 は し 、ずれの 群

と 比較 し て も 高値で、 あ っ た υ 播 種後 23 日 目 の

深層海水 4倍希 釈群葉中 濃 度 は し 、 ずれ の 群と 比
較 し で も 高値で あ っ たc 対照 群総根中濃 度 は い

ずれ の 群と 比較 し て も 有意 に 低 値 で あ っ た 。 p

Mi苦; 播 種後1 6 日 目 の 深層海水 4倍希 釈群葉

中 濃 度 は 対 照 群に 比 較 し て 有 意 に 低値で あ っ

た 。 23 日 目 は各 群聞に 有意 な 差 は 見ら れ な か っ

た 。 Zn虜度; 播種後 1 6 日 目 は 各 群聞に 有 意 な

差 は 見ら れ な か っ た 。 播種後 23 日 目 の 深層 海

水 1 0倍希 釈群、 深層海水 6倍希 釈群お よ び深

層 海水 4倍希 釈群総恨中濃度 は 低 Na 深層海水
群に 比 較 し て 低値で あ っ た ム

4. 考察 と まと め

津波被 害を 受 け た 水 田で の 稲作 は 例 年 よ り

豊作で あ っ た と 報 じ ら れ て い る 。 通 常 、 海水 に

よ る 塩害が 課題で あ る が 、 水 田 は河川水 の 導入

に よ り 希 釈さ れ 塩害無 く 、 海水 中 の ミ ネ ラ ル が
痩せ た 土 地 の 肥 料 と なっ て い る 可 能 性 が 考 え

ら れ る 。 稲に おい て l\a は濃度依存的 に 吸 収 さ
れ る が 、 他 の 必須 ミ ネ ラ ル は 高 塩に よ り 寧ろ 吸

収 が 低 下 し 、 植物 の 栄養であ る ミ ネ ラ ルバ ラ ン
ス を 崩 し 、 こ れ ら が 加 わ っ て 塩害に よ る 植物生

長 を 阻 害 し て い る 可能性が あ る c 塩害に つ い て

Na の み で は な く 、 他 の 栄養 源 で あ る ミ ネ ラ ル を

総合 的 に 検 討す る こと が 今 後 の 課 題 で あ ろ う 。



特別 シンポジウム

次世代の海洋深層水大規模利 用への挑戦

司会 大内 一之

(東京大学大学院新領域創成科学研究科特任研究員)
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S1. 今、 なぜ“海洋深層水" か?

。高橋 正征

( 海洋深層 水 利用学会会長、 東京大学 ・ 高 知大学 名誉教授)

1 . は じ め に

人類は 、 産 業革命以前は 、 身の 回り に あ る

薪炭・水力・ 風力 などの “ 再 生 資源" エネル

ギ ー を主と して 利用した ( 図 1 ) 0 1 7・ 1 8世

紀の 産業革命以降、 石炭・ 石油・ 天然ガス ・

ウ ラ ニウムと い っ た 地下資源に 代わ っ た 。 地

下 資源か ら は 大量の エネ ル ギ ー が 得ら れ 、 20

世紀は 食糧生産や人 の々 物 質 的 豊 か が 飛躍的

に 伸びた ( 図1 ) 0 し か し、 地下 資源は 非再生

の た め 資源量が 有限で 、 そ の 上 、 利用に よ っ

て 廃棄物 が 出、 地球の 環境変化 が 起 こ っ た 。

2 1 世紀に 入 り 、 資源、を再生型に 転換して 持続

性 を強化す る 方 向 へ と 世界的 な大転換の機運

が 生ま れ て い る 。

再 生資源、の 多 く は 、 資源密 度 が 低 く 、 効率

的 な利用が 難し か っ た 。 しか し 、 知識の 蓄積

と 技術開発が 進み、 以前は 利用で き なか っ た

低 密 度 資源の 効率的 利 用 が 可能 と なり 、 20 世

紀に 享受した 地 下 資源、で 支え ら れ た 豊 か な社

会 の 維持・ 発展の 可能 性が 見え て き た ( 図1 ) 。

直記
非再生資源

再生資源、

1700 1800 
(高橋2014)

活支コ 日記
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図l 人類が 利用して き た 非再 生 と 再 生の エ

ネ ル ギー 資源の 過去か ら 現在へ の 変遷 ( 実線)

と 未来予想( 点線) • 

( 16) 

再生 資源で 良く 取 り 上 げら れ る 太陽光・ 風

力 は い ず れ もエ ネ ル ギ ー だ、 け だ が 、 海 水 か ら

は エ ネ ル ギ ー をは じめ と し て 必要な各種金属

類、 肥料、 水 、 ミ ネ ラ ルなども取 り 出せ る 。

2 . 海洋深層水の資源とその利用

海 水 の 90九以上 を占め る 海洋 深層 水 ( 以下、

深層 水) は 、 エネル ギ ー ・ 水 ・ 肥料・ 各種金

属・ レ アメ タ ル ・ ミ ネ ラ ノレ・ 塩などの 資源を

低 濃 度 だ が 大量 に 安定して 含み、 こ れ ら の 資

源は ド数1，000年で 再 生 す る 。

深層 水は 資源密 度 が 低 いた め 、 資源利用で

は 一般に 巨大量が 必要に なる 。 こ れ ま で 日 本

で 開 発 さ れ て き た深層 水 の 資源利用は 、 どち

ら か と い え ば少量で の 事業利用と 、 大規模 利

用の た め の 実験 が 主で あ っ た 。 今後も、 引き

続き 少量を対象と した 利活用は 鋭意検討 して

いく 必要が あ る が 、 今や 、 海洋 温度 差発電 ・

深層 水 冷房・ 水 産生 物 生 産 ・ 金属や レ アメ タ

ル抽出などの 深層水 を大量に 必要と す る 本格

的 事業利用を考 え る 時期に来て い る 。 これ ら

の 利用で は 、 日 量で 数100万、数1000万ト ン

規模の 深層 水 が 必要と なる 。 匡|内の 深層 水 取

水 規模 は 、 最 大の 沖縄県久米島で 1=1量1 3，000

ト ン 、 国内1 6 か 所の 深層水施 設 の 全取水 能 力

は 日 量 5万ト ン 未満で あ る 。

日 量数万ト ン 以上の 大容量の 深 層 水 を恒常

的 に 陸上揚水 す る 技術の確立が 急が れ る 。



S 2 . 新 し いステ ー ジ に 向 か う OTEC 開発の圏 内お よ び海外の動 向

一 再生可能エネルギー にお け る 安定電源の役割 を 目 指 し て -

池 上 康之 ( 国 立大学法人 佐賀 大 学 海洋エ ネ ル ギー研究セ ン タ ー )

1 .  は じ め に

海 洋 温度 差 発 電(Ocean Thermal Energy Conversion : 
OTEC) の 系 統 連 系 が 沖 縄 県 久 米 島 で 世 界 に 先 駆 け て
1 5 年 ぶ り に 始 ま っ た 。 現 在 、 海 洋 温 度 差 発 電 の 研究
開 発 は 、 オ イ ル シ ョ ッ ク 以 降 の 第 一 次 ブ ー ム に つ づ
く 、 世 界 的 な 第 二 次 ブー ム が 到 来 し た と 言 わ れ て い
る 。

オ イ ル シ ョ ッ ク 以 降 、 他 の 自 然 エ ネ ル ギ ー と 同 様
に OTEC も 欧 米や我 が 国 を 中 心 と し て 精力 的 に 行 わ
れ た 。 し か し 、 オ イ ル が 下 落 す る と 、 我 が 国 を 除 い
て 、 ほ と ん ど の 国 で研 究 が 停滞 し た 。 1 990 年 代 の 米
国 の OTEC の 評 価 は 、 「 海 洋 温 度 差発 電 は 、 技 術的
に は 、 可能 で あ る が 、 現在 の 原 油 価格 で は 、 経 済 的
に は 、 採算 が 取れ な い。 少 な く と も 、 l バ ー レ ル 49
ド ル を 超 え な い と 経 済 的 で な し リ と 言 う も の だ っ た 。

そ れ 以 降 、 OTEC の 商用 化 は 20 年 先 、 5 0 年 先 と 長
年 言 わ れ て き た 。

一 方 、 2008 年 に 1 バ ー レ ル 1 40 ドル を 超 え る な ど 、
原 油 価 格 の 高 騰 と と も に エ ネ ル ギ ー 問 題や環境 問
題 が 世 界 的 な 緊急課題 と し て 顕在 化 し 取 り 沙汰 さ れ
る な か 、 近年 1 0MW 級 の 商 用 プ ラ ン ト を 目 指 し て 、
米 国 や フ ラ ン ス を 初 め 海 外 で も 始 ま っ て い る 。 こ の
動 向 は 、 海洋 温度 差発 電 が 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の
な か で 地熱発 電 の よ う な 「 安定性」 が 期 待 さ れ て い
る こ と が 大 き な 要 因 で あ る と さ れ て い る 3 い わ ゆ る
変 動 が 大 き い 再 生 エ ネ ル ギ ー と の 組 み 合 わ せ に お い
て ベ ー ス 電源 の 役 割 が 担 え る よ う な 技 術 の 確 立 が 求
め ら れ て い る 。 さ ら に 、 海 洋 温 度 差発 電 の 特徴 と し
て 、 「 高 稼働率 」 、 海洋深層 水 と の 「複合利 用 」 、 メ ガ
ワ ッ ト 級 の 「 ス ケ ー ル メ リ ッ 卜 に よ る 経 済性」 な ど
が 挙 げ ら れ る 。

さ ら に 、 商 用 化 を 目 指 し た 国 際 的 な プ ロ ジ ェ ク 卜
に 合 わ せ て 、 20 1 1 年 、 韓 国 は 海 洋 温度 差 発 電 の 国 際
標 準 の 規格化 を 目 指 し て 、 海 洋 エ ネ ル ギ ー の 国 際 規
格 を 行 っ て い る 国 際 電 気 標 準 会 議 (lEC) の
IEC/TC 1 1 4 に 、 「 海 洋 温 度 差 発 電 」 の 提 案 を 行 っ た 。
そ の 後 本提 案 は 承 認 さ れ 、 20 1 2 年 よ り そ の 規格化 作
業 が 始 ま っ て い る 。 こ の よ う に 、 こ れ ま で の 課題 を
乗 り 越 え て 、 海 外 に お い て 本俗 的 な 商 用 化 を 目 指 し
た 様 々 な 動 き が 、 実 証 プ ロ ジ ェ ク ト と と も に 始 ま っ
て い る 。

我 が 国 で も 、 20 1 0 年 7 月 に 、 (独行) 新 エ ネ ル ギ
ー ・ 産 業 技 術総 合 開 発機構(NEDO) が 我 が 国 で 初 め て
と な る 本格 的 な 「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 技 術 白 書」 を
発 表 し た( 1 )0 2030 年 に 向 け た 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の
技 術 的 な 課題 と と も に ロ ー ド、 マ ッ プ と そ の 展 望 が 示
さ れ て い る 。 そ の 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の な か で 、 海
洋 温 度 差 発 電 は 、 太 陽 光 発 電 、 風 力 発 電 な ど と と も
に 紹 介 さ れ て い る 。 さ ら に 、 20 1 1 年度 、 NEDO は 、
海 洋 温 度 差発 電 を 含 む海 洋 再生 エ ネ ル ギ ー の 本格 的
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な 「 海 洋 エ ネ ル ギ ー 技 術研 究 開 発 」 を 5 年 間 の プ ロ
ジ ェ ク ト と し て ス タ ー ト さ せ た 。 一 方 ， 沖縄県 は ，
20 1 2 年 度 に 通 年 の 連続運転 を 目 指 し た 1 00kW 規模
の 海 洋 温 度 差 発 電 の プ ロ ジ ェ ク ト を ス タ ー ト さ せ 、
20 1 3 年 6 月 に は 50kW の 正 式 な 実証試験 が 世界 に 先
駆 け て 始 ま っ て い る (2)。 現 在 、 我 が 国 で 長 年培 わ れ
た 基盤 的 な 海 洋 温度 差発 電 技術 と 「拓海」 や 「 福 島
洋 上 風 力 プ ロ ジ ェ ク ト 」 に お け る 世 界 的 に 大型 浮 体
技術 の 実績 が 融合 し て 、 新 し い OTEC の 世 界 に 向 け
た イ ノ ベー シ ョ ン が 注 目 さ れ て い る 。

本稿 で は 、 我 が 国 で 始 ま っ た 実証試験 の 動 向 と 新
し い海 洋 温 度 差発 電 の 技 術 開 発 、 さ ら に は海洋温度
差発 電 の 実 用 化 に 向 け た 課題 に つ い て 概 説 す る 。

2.  海洋温度差発電の特徴 と ポテ ン シ ヤ ル

海 洋 温 度 差 発 電 は 、 海洋 の 表層 部 の 温海 水 と 深層
部約 600� 1 ，000m の 冷海水 と の 聞 に 約 1 0 � 25 0C の 温
度 差 と し て 蓄 え ら れ て い る 熱 エ ネ ル ギ ー を 、 電 気 エ
ネ ル ギ ー に 変 換す る 発 電 シ ス テ ム で あ る 。

図 1 . に 、 基本 的 な 海洋 温 度 差 発 電 シ ス テ ム の 原 理
を 示 す(7 - 9)。 主 な 構成機器 は 、 蒸 発 器 、 凝縮器 、 タ
ー ビ ン 、 発 電 機 、 ポ ン プ か ら な る 。 こ れ ら の機器 は
パ イ プ で 連 結 さ れ 、 作 動 流 体 と し て ア ン モ ニ ア が 封
入 さ れ て い る 。 作動 流 体 は 、 液 体 の 状 態 で ポ ン プ に
よ っ て 蒸 発 器 に 送 ら れ る 。 そ こ で 、 表 層 の 2 5 � 300C
の 温海 水 に よ っ て 加 熱 さ れ 、 蒸 発 し 、 蒸 気 と な る 。
蒸 気 は 、 タ ー ビ ン を 通 過 す る こ と に よ っ て 、 タ ー ビ
ン と 発 電機 を 回 転 さ せ て 発 電す る 。 タ ー ビ ン を 出 た
蒸 気 は 、 凝縮掛 で深層 よ り 汲 み 上 げ ら れ た 4 � 1 00C
の 冷 海 水 に よ っ て 冷 却 さ れ 、 再び液体 と な る 。 こ の
繰 り 返 し を 行 う こ と で 、 化石燃料や ウ ラ ン を 使 用 す
る こ と な く 海 水 で、 発 電す る こ と が で き る 。

海 洋 温 度 差エ ネ ル ギ ー の ポ テ ン シ ャ ル と し て の 資
源 量 に つ い て は 、 種 々 の 試 算 が あ る が 、 1EA( 国際エネ
ルギ一機関) は 、 理 論 的 な 資 源、 量 の 見 積 も り と し て
1 0，OOOTWh と 発 表 し て い る 。 W.A.Wol lf は 、 世 界 各
地 の 海 水 の 温度 分布 を 調 査 し 、 海 洋 温 度 差発 電 の 設
置 に 適 し て い る 海 域 を 発 表 し て い る 。 表 層 と 深 度
1 000m の 海 水 と の 温度 差 が 220C 以 上 あ る 海域 だ け
で も 、 6 千 万 km2 に な る 、 と し て い る (4. 1 0 - 1 2)。

日 本 の 経 済 水 域 で、 の 海 洋 温 度 差 エ ネ ル ギ ー の 総 量
は 、 20 1 0 年 度 ;こ NEDO が 発 表 し た 「 海 洋 エ ネ ル ギ
ー ポ テ ン シ ャ ル の 把握 に 関 わ る 業 務 報 告 書 」 に よ る
と 、 47TWh と な っ て い る 。 な お 、 特 に ポ テ ン シ ヤ ル
の 高 い 地域 は 、 南 方 地域 に 限 ら れ て い る こ と や 、 需
要地 と 比 較 的 距 離 が あ る こ と に は 、 留 意 が 必 要 で あ
る 。
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(W貿大ヴ:JJI! 1こ'( 官11 ホ ー ム ペー ン よ り )

さ ら に 、 海 洋 nül 度 差 発 電 は 、 発 電 と と も に 持続的

に 海 水 淡 ノjく 化 や 水 素 製 造 、 リ チ ウ ム 回 収 な ど の 複 合

利 用 が 可 能 で あ る ( 1豆I 2 . )。 こ の 海 洋 瓶度 差 発 電 の エ

ネ ル ギ ー の源 は 、 地球 の 3 分 の 2 に 降 り 注 い だ 太 陽
か ら の エ ネ ル ギ ー で あ る 。 こ の エ ネ ル ギ ー の 量 は膨
大 で あ る が 、 化 石燃 料 と 比 l絞す る と そ の エ ネ ル ギ ー
密 度 は 傾 め て 小 さ い た め 、 そ の 複 合 利 J + J が 重 要 で あ

る 。 :ドj に 、 海洋 imu支 7E発電 の 適 地 は 、 多 く の 地域 が

水 問 題 を 抱 え て お り 、 海 水 淡 水 化 と の 復 合利 用 は 、
尖 用 化 fítìili の 大 き な 力 と な っ て い る 。 こ の 淡 水 化 さ
れ た 水 と 海 洋 温 度 差 発電 で 発 電 さ れ た 屯気 で の 水 素
製 造 に よ っ て 、 電 力 1l"T般 の み な ら ず 、 エ ネ ル ギ ー 輸
入 に 頼 っ て き た 地域 に と っ て は 、 エ ネ ル ギ ー 輸 出 に
繋 が る 可能性 も あ る 。

ま た 、 情 報 化 社会 に 不 可 欠 な リ チ ウ ム イ オ ン 電 池

の原料 で あ る リ チ ウ ム は 、 我 が 国 に そ の 資 源 は な く 、

1 00% 南 ア メ リ カ や ' [コ 匡l よ り 輸 入 し て い る の が 現 状

で あ る 。 さ ら に 、 発 電の 際 に 利用 す る 海 洋深層 水 を
用 い て 、 乱獲や環境 変 化 で 水 産 資 源 が 減 少 し て い る
魚 場 を 阿 復 し 、 持続 可能 な 水 産 資 源 の 1i'{fi 保 を 目 指 し
た 海 洋 牧場 な ど へ の 復 合 利 用 も 期 待 さ れ 、 多 く の プ
ロ ジ ェ ク 卜 が 進 め ら れ て い る 。

|点 2 . ilii /Y・ iI:日u交 差 1É 電 の 伶{ 台 平1\ 川

( 海 洋 政 策 研 究 財 団 ホ ー ム ペ ー ジ よ り )
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3. 海洋温度差技術の発電方式 と 国際標準化

3.1 発電方式
海 洋 1鼠L交 差 発 電 の 発 電 方式 に は 、 オー プ ン サ イ ク

ル 方式 と ク ロ ー ズ ド サー イ ク /レ 方 式 と 大 き く 分 け て 2
種類 あ る 。 ク ロ ー ズ ド サ イ ク ル は 、 図 l の よ う に ア
ン モ ニ ア な ど の 作 動 流 体 を 循 環 さ せ る 。 一 方 、 オー
プ ン サ イ ク ノレ は 、 ア ン モ ニ ア な ど の 作動 流 体 を 月1 し 、
ず 直接海 水 を 蒸 発 さ せ る 。 我 が 同 の サ ン シ ャ イ ン 、
ニ ュ ー サ ン シ ャ イ ン プ ロ ジ ェ ク 卜 で は 、 オー プ ン サ
イ ク ル が 主 に採用 さ れ た 。 米 国 で も 当 初 オ ー プ ン サ
イ ク ル が 採 用 さ れ た 。 一 方 、 佐 賀 大 学 で は 、 OTEC
の 実 用 化推進 の た め に は 、 ク ロ ー ズ ド サ イ ク ル が 不
可 欠 で あ る と 考 え 、 そ の 技 術 に 特 化 し た 。 オ ー プ ン
サ イ ク ル の メ リ ッ 卜 と し て 、 ア ン モ ニ ア を 用 い な い
こ と と 、 淡 水 が 同 1I，'f に かつ 容 易 に 得 ら れ る こ と が 挙
げ ら れ る が 、 タ ー ビ ン の 出 入 1-1 圧 力 差が 小 さ い こ と 、
不 凝縮 ガ ス の 問 題 が 課題 と し て 指摘 さ れ て い る 。 こ
れ ま で の成 果 と し て 、 オ ー プ ン サ イ ク ル に よ り ク ロ
ー ズ ド サ イ ク ル の 方 が 有 望 と の 評 価 を 得 て お り 、 現
在は 、 ク ロ ー ズ ド サ イ ク ル が 国 |際 的 に 主 流 で あ る 。
な お 、 我 が 国 に お い て 、 オー プ ン サ イ ク ル に お け る

評 価 が 海洋 楓 度 差 発 屯 の 評 価基準 と な っ て お り 、 誤
解され て い る 面 は 否 め な い 。

ク ロ ー ズ ド サ イ ク ル に お い て 、 海 洋 ì1iil 度 差 発 電; の

サ イ ク ル 熱 効 率 の 向 |ー; を 1=1 指 し て 、 種 々 の ア ン モ ニ
ア/11'く を 用 い た サ イ ク ル が 提案 さ れ て い る 。 関連 の 技
術 と し て 、 1 000C 以 下 の 低 混熱 源 j鼠度 差 発 電 、 い わ ゆ
る 廃 熱 発 電 、 バ イ ナ リ ー の iEI泉 水 発 電 な ど で は 、 ア

ン モ ニ ア/ 水 を 用 い た 数 千 kW 規模 の 発 電 シ ス テ ム が
す で に 実 ).1 1 化 さ れ 、 1 2 年 以 ヒ の 長 期 間 運 用 さ れ て い

る も の も あ る 。 一 方 、 ア ン モ ニ ア /水 は 非 共 沸 混 合 媒
体 で あ り 、 伝熱性能 の 低 下や相 変 化 の l燦 の 急激 な 物
性 の 変 化 な ど と い っ た 特 徴 を 有す る た め 、 こ れ ら を
十 分 に 考!I\j: し た シ ス テ ム 全体 の 評 価 と 最 適 設 計 が 栂
め て 重 要 で あ り 課題 で あ る 。 さ ら に 、 近 年 で は 、 多
段 ラ ン キ ン サ イ ク ル な ど 種 々 の 新 し い サ イ ク ル も 検
討 さ れ て い る 。 今 年 度 N EDO プ ロ ジ ェ ク ト に お い て 。
世 界 で 初 め て の 1 5kW 多段 OTEC シ ス テ ム が構築 さ
れ性能 試験 を 始 め て い る

3.2 国際標準化
I EC は 、 IEC/TC I 1 4 を 2007 年 に 立 ち 1 " ず 、 欧 米 各

国 を ゆ 心 に 海 洋 発 電 分 野 の 国 際 標 準 化 に 向 け た 取 り
組み が 開 始 さ れ たり )。 こ の 国 際 標 準 化 で は 、 波 力 発
電や潮 流 発 電 が 先 行 し て お り 、 か な り 完成 度 の 高 い
も の と な っ て き て い る 。 一 方 、 海 洋 混 度 差発 電 に |刻
し て は 、 長 く 木 I EC/TC I 1 4 の な か で 取 り 組 ま れ て こ
な か っ た が 、 20 1 1 年 !lt{(: 国 が 、 本 分 野 の リ ー ダ シ ッ プ
を 発 揮 す べ く I 1 1 4/78川P: Guidel ine for design 
assessment of Ocean Thermal Energy Conversion 
(OTEC) systelll _ ( 海 洋 ìffit度 差発 電 シ ス テ ム の 設 計評
価 の た めの ガ イ ド ラ イ ン ) と し て 提案 を 行 い 、 規絡
番 号 TS62600-300 と し て j衣認 さ れ た 。

そ の J.!l[ 1= 1 は 、
1 .  Scope 
2. Norlllat ive references 
3. Terms， defïnitions‘ sYlllbols and abbreviated terlllS 



4. General requirelllents and conditions 
5. Principles of l i lll i t  states design 
6. Basic variables 
7 .  Analvsis 
8 .  Design requirelllent for waterducting system 
9 .  Design of heat pUlllp systelll 
1 0 . P latform design 
1 1 . The other considerations 
1 2 . Re ferences 

と な っ て い る が 、 今 後 の そ の 詳 細 に つ い て の 検 討が
2 0 1 4 年か ら 始 ま る 。 特に 、 機器の 規絡に ISO の 石 油 ・

天 然 ガ ス の 規 絡 を 基 準 に す る 過 度 な 傾 向 が あ る が 、 海
洋 温 度 差 電 に 適 合 し た 基 準 が 望 ま れ る 。 な お 、
1 EC/TC 1 1 4 に 関 し て 、 我 が 国 で は( 一 社)電気学 会 が 国
内 審議団 体(事務局 : J-POWE R) と な り 対応 し て い る 。

4 . 圏 内 お よ び海外の動向

4.1 ア メ リ カ の動 向 ( 1 3 1  

ア メ リ カ で は 、 50kW ク ロ ー ズ ド サ イ ク /レ
r M ini-OTECJ 、 200kW の オ ー プ ン サ イ ク ル シ ス テ

ム の 実 証試験 以 降 、 原 II 1 1 の {dli 絡 低迷 と と も に 約 1 5
'1"近 く 海洋 混度 差 発 電の 研 究 も 、 低迷 し て い た 。 当
時 、 ア メ リ カ で は 原 IIE 1 バ ー レ ル 49 ド ル 以 上 に な ら
な い と 海洋 混 度 差 発 電 の 経 済性 は な い と 評 価 し て い
た 。 し か し 、 2007 年か ら の ア メ リ カ の エ ネ ル ギ 一 政
策 の 転換 に 伴 い 、 エ ネ ル ギ ー 省

、
を 中 心に海洋温度差発

電の本絡的な導入の検討を始め て い る 。
特 に 、 ア メ リ カ エ ネ ル ギ ー 省 の 海 洋 エ ネ ル ギ ー 推

進 プ ロ ジ ェ ク ト に 、 海 洋 1昆度 差 発 電 が 盛 り 込 ま れ 、
ア メ リ カ 国 防 総 省、 も 参 加 す る NAVFAC( Naval
Fac i l it ies  Engineering Command ) と と も に 進 め て い る 。
民間 で は 、 1 970 年 代 に 世 界 で最 初 の 浮 体 式 の 海 洋 楓
度 差 発 電 実 証 設 備 r M i ni-OTECJ を 建 設 し た ロ ッ キ
ー ド ・ マ ー チ ン 社が 上記 の よ う な 政府 の 支援 を 得 て 、
本格的 な 取 り 組み を 再 開 し た 。 2008 年 に は エ ネ ル キ‘
ー 省 か ら 1 20 万 ド ル 、 2009 年 に は 国 防 総 省 か ら 8 1 2
万 ド ル 、 さ ら に 20 1 0 年 に も エ ネ ノレ ギ ー 省 か ら の助
成 金 を 得 て 、 ハ ワ イ や グ ア ム に お い て 1 0M W 海 洋 出
度 差 発 電 を 目 指 し た 要 素 技 術 開 発 ( 取 水 管 や 熱 交 換
器 な ど ) を 実施 し て い る ( 図 3 . )。

図 3 ロ ッ キ ー ド 討 の ハ ワ イ に お け る I OM WOTEC 情 想
( ht t p ://www.lockheedmartin .com/products/OTEC/) 

ロ ッ キ ー ド 社 は 、 取 水 管 に 従 来 の H D P( 高 街 度 ポ
リ エ チ レ ン ) で は な く FR P( 繊維 強 化 プ ラ ス チ ッ ク )
を 使 っ た 新 し い 取 水 管 伎 術 lこ 取 り 組 ん で い る 。 一 方 、

[テ キ ス ト を 入 力 ]

( 1 9 ) 

然 交換 探 に つ い て 、 技 が 同 は 、 1 1 本 が 同 |際 競 争 力 を
1-1ーす る 耐海 水 性 l こ {亙れ た 湾 仮 チ タ ン を j 円 い た 熱 交換

泌 を i二 に 採 用 し て い る 。 こ れ に 対 し て 、 ア メ リ カ は 、
1�l llil が 国 際 競 争 力 を {-rす る ア ル ミ ニ ウ ム を 肝l し 、 た 然

交換 制 の I}i l 発 に 主 力 を お い て い る 。

ハ ワ イ イ十| の 海 洋 iliiL }:ft �主 発 屯 は 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ
ー の 併' 入 計 画 に 基つ く も の で 、 ハ ワ イ 電 力 やエ ネ ル
ギ ー 省 と と も に 、 海 洋 iFuL 度 反 発 'む を 20 1 5 年 ま で に

3 5 M W 、 2030 年 ま で に 365MW 以 i → の 導 入 計 画| が lårt
り 込 ま れ て い る 。 こ の よ う な状 似 の な か 、 NE L H A ( ハ
ワイ州 立自然江ネルキ斗附日明が 、 l先 イf の 1 MW 用 の 取 水
管 を } I J し 、 た 1 MW プ ラ ン ト プ ロ ジ ェ ク ト の 国 際 公 募
を 20 1 1 年 9 月 に 行 い 、 米 I lcl の OTEC 1nternationa1 が
採 H J さ れ た 。 N E L HA は 、 20 1 4 年 ま で に 1 M W を 完

1& さ せ る と 発 表 し て い る 。 こ の OTEC 1 nternationa1 
は 、 こ れ ま で 25MW お よ び 1 00MW i字 体式 OTEC の
ll'fi FF I 化 に 必 袋: な ABS i!J、初 を 科 て い る 。

20 1 3 年 1 0 月 に は 、 ロ ッ キ ー |、 社 と 中 国 の レ イ ン
ウ ッ ド ・ グ ル ー プ が 、 同 十 t 協 力 の も と 中 国 に 世 界 最
大 級 の '(úi 洋 温 度 ;�一 発 電( OTEC ) フ ラ ン 卜 を 建 設 す る
こ と を 発 表 し て い る 。 計一 |山l に よ れ ば 発 電所 は 1 0M W
の 規 模 で、 あ る 。

4.2 フ ラ ンスの動向
波 力 、 海 流 の 分野 で は 、 イ ギ リ ス が ヨ ー ロ ッ パ に

お け る 海洋 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の リ ー ダ ー 的 役割| を
担 っ て い る な か 、 フ ラ ン ス は 、 海 洋 illlL J交 差 発 電 の 研
究 に お い て 政 府 主導 で ヨ ー ロ ッ ハ に お け る 先 導 的 役
古IJ を H ! っ て い る 。 な か で も 、 フ ラ ン ス 政 府 造船 局
( Direction des Constructions Nava1es :DCN) を 前身 と す
る DCNS 社が 、 20 1 6 年 ま で に 1 0M W 規 模 の 実 証 機
を í.t 設 す る 計 画 を 発 表ー し た ( 凶 4. )。

1><:1 4 フ ラ ン ス DCNS t I の レ ・ ユ ニ オ ン 島 に お け る

1 0MW OTEC の 桃 似(http://en. dcnsgroup.com/)

2009 I，r 4 月 に イ ン ド パ の フ ラ ン ス 鎖 レ ・ ユ ニ オ
ン 島 地 方 政府 と R& D に I);J す る 介 意 を 締結 し 検 討 を
I)�J �fìす る と と も に 、 20 1 0 {-I三 か ら は タ ヒ チ 島 に お け る

実 胞 "f 能性 調 査 も 行 っ て い る 。 特 に 、 こ の タ ヒ チ に

お け る 5 M W 規 伎 の 海 洋 混度 差 発 電の FS で は 、 1=1 本
のげ'Ii (y二 iffiL度 差 発 電 の エ ン ジ ニ ア リ ン グ 会 社 が 、 フ ラ
ン ス 政 府 か ら の 依 頼 で 協 力 ・ 参 ]!I l j し て い る 。 日 本 の

海洋 i/;l[!I j��: 3(" "厄 技 術 は 、 現 イE 、 こ の よ う に フ ラ ン ス
を は じ め 、 多 く のが砂トプロ ジェ ク 卜 で国|際的辿仇を折民主 し
ている。
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フ ラ ン ス の 梅 洋 エ ネ ル ギ ー 開 発 の ' 1 ' 心 的 な 役'，1;11 を

担 っ て い る 海洋 開 発 研 究 機 情 ( IFREM ER) は 、 2020 "1 

ま で に 最 終 消 費' エ ネ ル ギ ー に 占 め る ， 1 1 ノ 1 '. 可能 エ ネ ル

ギ ー の'i1ill 合 を 20% に 引 き l二 げ る と い う 環境 グ レ ネ ル

会 議 6 で提示 さ れ た 回 以 の 達成 を ï'， Îけ�t に 、 海洋 エ ネ

ル ギ ー の 苓 与 度 に つ い て 試 算 し て い る 。 試 算 は 4 つ

の シ ナ リ オ別 に 行 わ れ て お り 、 ベ ス ト シ ナ リ オ に お

い て 、 200MW の 海 it: if，U主 ?を 発 電 が 叫ー 人 さ れ る と I決

算 さ れ て い る 。

4.3 緯国の動向
図 5 に 、 韓 国 の 海 洋 11PL皮 蒸 発 電 の ロ ー ド マ ッ プ を

示す。 隣国 は 、 20 1 0 年 よ り 国 家 プ ロ ン エ ク ト と し て 、

6 年 間 の海 洋 imt度 差 発 電 プ ロ ジ ェ ク 卜 を 、 韓 国 riíJ:(i"

科 学 技 術 院( KIOST) を 中 心 に ス タ ー 卜 さ せ た。 総制

26 位 |ー ' I ( 円 換 算 ) で 、 ア メ リ カ 海洋 大 気 J j ' ( NOAA ) と 辿

携 し て い る 。 現在 、 20kW の 試 験装 間 を 完成 さ せ 、

最終的 に は 1 00M W の 商 川 化 を 目 指 し て い る 。 斡|了|

は 、 rmt か い 表 層 海 水 が 年 II:J を 通 し て 科 :lSfí. し 、 が 、 本
OTEC の 事 業 は 、 火 力 ・ 原 子 力 発 電 の Ilul-lÞJ<. の 利 J H

や 南 太 、 12: 洋 な ど海 外 へ の 展 開 が !�I 科 さ れ て い る 。

Design， manufacture， installation and operation of 
100MW commercial OTEC plants in tropical waters 

• Pro柏町pe lOOMW OrEC pl.nt 
for commercialization 

• Practi日I OTEC plant for multi-staged use 

，J 

• OOA proJect and deep sea mining assistance 

• Deign and fabrÎcation of 5mall practical OTEC plant 
. Installation and operation for domestic(HdD and 

針。p'日I(Ldη implementation of Blue Infrastructure 

民1 5 税 国 の海洋i1nt J具合 渋 発 電の ロ ー ド マ ッ プ

(20 1 3  OTEC I n ternational Symposium よ り )

4.4 臼 本の動向
沖 制 県 は 、 エ ネ ル ギ ー 自 給率 の 向 上 、 エ ネ ル ギ ー

供給源 の 多様 化 を 図 る 必 要 が あ り 、 そ の 一環 と し て

海洋深層 水 を 利 用 す る 海 洋 niiL度 差 発 泡 に つ い て 、 将
来 の I M W お よ び 1 0M W へ の 大 型 化 、 |おi 川 化 に I ÎI] け
た 実 �[]γ:]1 業 を 20 1 2 年 度 か ら 実 施 し て い る 。 プ ロ ジ ェ
ク ト は 、 I H I プ ラ ン ト ( I H ト PC ) 、 横M1，む 機 、 ゼ ネ シ ス

の JV で 製 作 さ れ て い る 。 20 1 3 年 3 )-1 に 世 界 に 先月I�

け 発 屯 に 成功 し 、 6 月 よ り 本 格 的 なi逆転 が 開 始 さ れ

た 。 発 電 し た '屯 ノJ は 、 l止 に 系 統i!o主 系 さ れ て い る 。 一

方 、 本 事業 は 、 作1 ，�jH 県川，� 1'( 深層 水 研 究 所 に お い て 取

水 し て い る 海 水 ( 表層 水 お よ び深 層 水 ) の 余 剰 分 を 利

用 す る こ と に よ り 、 現 状 の 海 ノk 利 用 者( 仰| 究 所 お よ び

民 間 企 業 ) に 影 響 を 与 え な い こ と を 優 先 し 、 そ の 純 1m

内 で デ ー タ 取 得 が 行 わ れ て い る 。 今 後 は 、 7!1.� 人 連続

運 転 に 向 け て 調 終 を 行 い な が ら 、 こ れ ら の 実験 結 以
を も と に 、 I M W お よ び 1 0MW の プ ラ ン 卜 の経 済 ，�J I

(20)  

の 信 頼性 を rJj寺i め る 予 定 で あ る ( 図 6 . )。

{4 - 賀 大 学海 洋 エ ネ ル ギ ー研究セ ン タ ー に お い て は 、

海 洋 泊 度 差 発 泡 の 高性能 化 に 向 け て 、 作 動 流 体 と し
て 従: 来 の ア ン モ ニ ア か ら ア ン モ ニ ア /;J， を 用 い た 研

究 が 行 われ て い る 。 こ れ ま で の 成 果 と し て 、 ア ン モ

ニ ア/水 を m し 、 た 30kW シ ス テ ム で 2 週 間 の連続運

転 を 行 い 、 安 定 し た 運転 を 確認 し て い る 。 紙 面 の 都

合 | 間 々 の 結 梨: は 省 略す る が 、 温度 差 230C の 実験 デ

ー タ 条 件 に お い て 、 理 論 的 な 最 大 出 ノJ に 対 し て 、 約

25%純度 の 王 l床 出 力 が 得 ら れ て い る 。 こ こ で 、 品ー 大

正 l床 出 力 と は 、 利 用 す る 海 水 の 流 量 と r�i度 に 対 し て 、

足li想的 な カ ル ノ ー サ ー ク ル を 利 用 し て 得 ら れ る 最 大
の IU 力 で あ る 。 こ れ ま で の 実験 に お い て 、 正 味 山 )J

比( Î正 l);jミ 出 プJ/発 1zE 出 力 ) と し て 最大 70% を 得 て い る 。 。

ま た 、 海 洋 I1司 度差 発 電 を 推進 す る た め の 複 合 利 J I I に

取 り 組み 、 海 水 淡 水 化 、 リ チ ウ ム 回収 な ど 、 実 際 の
海 水 を 用 い て 実証試験 を わ い 、 そ の 可能性 を 示 し て
い る 。 特 に 、 リ チ ウ ム 回収 に お い て は 、 約 半 年 の 連
続逆転 で、実げiν'J， か ら の リ チ ウ ム 回 収 に 成 功 し て い る 。

最 終 評 価 と し て 、 1 1 000 倍 の 濃縮 結 5* が 得 ら れ た 。

詳 細 に つ い て は 、 参 考 文 献 を 参 照 し て い た だ き た い 。

1�1 6 .  rl '純 県 の 開 洋慌度j( 発電実証プ ロ ジ ェ ク 卜 の 概 止�

4.5 我 が 国 か ら の OTEC イ ノ ベー シ ョ ン

OTEC の 本 格的 な 向 月] 化 は 、 i手 (本 式 OTEC で あ

る 。 近 年 、 米 国 や フ ラ ン ス 、 純 国 な ど は 、 独 自 の 1 0MW

お よ び 1 00 M W の 浮 体 式 OTEC の コ ン セ プ 卜 を 発 ム­

し て い る 、 こ の よ う な 状 況 の 中 、 平成 25 年 9 月 に 、

ジ ャ パ ン ・ マ リ ン ・ ユ ナ イ テ ッ ド 株 式 会 社(J M U ) は 、

佐賀 大 学 と 「海洋温度 差 発 電」 の 研 究 開 発 の 成 果 を
用 い て 、 世 界 で 初 め て 浮 体 式 の 没 * !J�海 洋 imt度 差 発

電 で 型式認証(AIP) を NK ( 海 事 協 会 ) よ り 取 得 し た

( 図 7 )。 こ れ ら の 方 式 は 、 I:!t 界 的 な 海洋 JI巴 沃化装 置 「 村一!
海 j や 「 福 島 洋 上風力 プ ロ ジ ェ ク 卜 j 等 の 実績 と と

も に 、 国 内 お よ び海 外 が 注 目 さ れ て い る 。 こ の 方式

は 、 海 外 の ど の 方 式 よ り 安 価 で 高 性能 は 方 式 と J\l1 作
さ れ て い る 。 こ の よ う に 、 我 が 国 で長 年 培 わ れ た 法

般 的 な 海 洋 n::u支 差 発 電 技 術 と 大 型 浮 体 技 術 の 実 績 が

融合 し て 、 新 し い OTEC の 世 界 に 向 け た イ ノ ベ ー シ

ヨ ン の 惟 進 が 了f1 要 で あ る 。



|主I 7 �� 式 認 証 ( A l p) を 取 得 し た 浮 体 式 0丁目 の 概 念、 図

5 . 海洋温度差発電の経済性

再 生 可 能 な エ ネ ル ギ ー の 経 済 性 は 、 そ の 地 域 ; こ よ
っ て 大 き く 異 な る 。 同様 に 、 海 洋 1毘 度 差 発 電 の 経 済
伯 、 い わ ゆ る 発電 コ ス ト も 、 設i貸す る 地域 に お い て
得 ら れ る 混度 差 、 そ の 季 節 的 変 動 や 設 置 形 式 、 海底
地 形 、 送 電 方 法等 に よ っ て 大 き く 変 わ る た め 、 一概
に は 算 出 で き な い。 こ れ を 踏 ま え て 、 海 洋 エ ネ ル ギ
ー 資 源 利 用 推 進 機 構 (OEA-J) の 海 洋 恨度 差 発 電 部 会
は 、 海洋視度 差 発 電 の経 済 性 を 算 出 し て い る 。 参 考
文 献 ( 1 ) 。 数 百 kW 以 下 の 規模 で は 、 発 電 の み で
経 済 性 を 成 立 さ せ る こ と が 困 難 で あ る た め 、 他 の 海
洋 深 層 水 利 用 と 複 合 さ せ る こ と が 惟奨 さ れ て い る 。

1 ，000kW 規 模 で は 、 太 陽 光 発 電 並 み で 、 離 島 な ど 、
デ ィ ー ゼ ル 発 電 を 用 い て い る 地域 で は 、 そ の 電 力 の
安 定性 と 合 わ せ て メ リ ッ 卜 が 活 かせ る 。 一 方 、 ス ケ
ー ル メ リ ッ ト が 大 き い 発 電 設 備 で あ る こ と か ら 、
1 00MW 以 上 の 規 模 で は 1 0 円 /kWh 程 度 の 競 争 力
の あ る 発電 コ ス ト が 見込 ま れ て い る 。 ま た 、 安 定性
を 活 か し た 太 陽 光 発 電や 風 力 発 電 と の ハ イ ブ リ ッ ド
化 は 、 電 力 系 統 の 安 定性 向 上 に 貢 献で、 き る た め 、 こ
れ ら を 融合 さ せ た 経 済 性 の 評価 も 重 要 と 考 え ら れ る 。

一 方 、 経 済 産 業 省 は 20 1 5 年 ま で に海洋エ ネ ル ギ
ー の 実 用 化 を 目 指 す 方 針 を 打 ち 出 し た 。 N E DO が
20 1 0 年 7 月 に 刊 行 し た 「 再 生可能エ ネ ル ギ 一 白 書J
で は 、 海 洋 niit 度 差 発 電 の 目 指す 姿 が 、 以 下 の よ う に
抱 げ ら れ て い る 。
0 海 洋 j昆 度 差 発 電 の itfî 用 化 に 向 け た 技 術 開 発 を 加
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速 し 、 海 外 市 場 を 創 出 す る と と も に 世 界 最 先 端
の 技 術 的 地 位 を 維持 し 、 国 内 企 業 の 育 成 、 国 際
競 争 力 の 強化 を 図 る 。

0 国 内 産 業 の 育 成 、 低 炭 素 社 会 の 実 現 、 エ ネ ル ギ ー
セ キ ュ リ テ ィ 等 の観点か ら 、 国 内 で の 導入促進 、
新 規 産 業 の 創 出 を 実現す る 。

こ れ を 受 け 、 同 白 書 で は技 術 開 発 の ロ ー ド、マ ッ プ
を 示 し て い る 。 N EDO は 本 ロ ー ド、 マ ッ プ に お い て 、
20 1 0  {I三 ま で に 、 1 MW 規模で 40 円 � 60 円 /kWh、 2020
年 ま で に 1 0M W 規 模 で l 5 �25 円 /kWh、 2030 年 ま で
に 50MW 規模で 8� 1 3 円 /kWh を 示 し て い る 。

6 . おわ り に
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我 が 国 の 海洋 エ ネ ル ギ ー 資源 の 利 用 推進 は 、 エ ネ
ル ギ ー 問題及び環境問題 が 世 界 的 に 深 刻 化す る な か 、
我 が 国 の 持続可能 な 発 展 お よ び環境エ ネ ル ギ 一分野
で の 国 際 貢 献の 点 か ら も 不 可 欠 で あ り 、 極 め て 重 要
で あ る 。 な か で も 、 海洋 温度 差発 電 は 、 地熱 発 電 の
よ う な 「 安 定性j と 「 高 稼働 率」 、 海洋深層 水 と の 「 複
合 利 用 J 、 「 ス ケ ー ル メ リ ッ ト に よ る 経 済性」 な ど の
特 徴 を 有 し 、 我 が 国 に膨大 に 存 在 す る 。 一 方 、 海洋
温 度 差 発 電 の 特徴 で あ る 「 ス ケ ー ル メ リ ッ ト j が 、
商 用 化 が 実現 し た と き は 大 き な 優位性 で あ る が 、 海
洋 温 度 差 発 電 の 実用 化推進 の 初 期 の段階で は 「 大 き

な 壁j と な っ て い た。 こ の 「 大 き な 壁 」 は 、 概説 し
た よ う に 、 様 々 な 新 し い技 術 、 社 会 的 環 境 、 信 頼 あ
る 実 託研 究 の 成果 な ど に よ っ て 、 乗 り 越 え ら れ る 状

況 に 近 づ い て い る 。 1141 に 、 米 国 や フ ラ ン ス な ど 多 く
の 国 々 で 、 そ の壁 を 釆= り 越 え て 海洋 温 度 差発 電 の 実
用 化 を 目 指 し た 様 々 な 動 き が あ り 、 早期 の 実用 化 が
期 待 さ れ て い る 。 こ の よ う な 状 況 に あ る な か 、 我 が
国 に お い て も 、 flNiH県 を は じ め 多 く の プ ロ ジ ェ ク ト
が 立 ら 上 が り つ つ あ る 。 し か し 、 海 洋 沼 度 差発 電 を
は じ め と し て海 洋 エ ネ ル ギ ー は 、 様 々 な 技術の融合
と 集積 が 重 要 で あ り 不 可 欠 で あ る 。 海 洋エ ネ ル ギ 一
利 用 推 進 の た め に 、 多 く の 関係 者 の 参 画 ・ 協 力 に よ
っ て 、 「 海 洋 温 度 差 発 電 J の 研 究 開 発 お よ び 実 用 化 が
一 層 加 速 さ れ る こ と を 強 く 期 待す る 。 真 に 新 し い ス
テ ー ジ の 海 洋 混 度 差発 電 に お け る 我 が 国 の 国 際競争
力 の維 持 が 深 層 水利 用 の推 進 が All-Japan で 求 め ら
れ て い る 。

( 9 )  木IIIJJまl将(也1 海洋エ ネ ノレギ一日立木l オ ー ム 社， ( 1 980) 

(1 0) 2 1 1 11 紀の海洋エ ネ ル ギー 開 発 技 術 ， 日 本海洋開発注設協会. �LJ if'ihl: (2006) 

(1 1 )  NEDO ilii 外 レ ポ ー ト NO. I 00 1 (2007) 
(12) 国|深海洋エ ネ ル ギーセ ミ ナ ー 論 文 JJふ 佐賀 大学iM作エ 才、 ル ギ ー研究セ ン タ ー

(2007) 

( 1 3 )  池 J '.bIl 之 ， 海 ((: 1且!立 法発電， 海洋エ ネ ル ギ - ï-i的;'( ブ オ ー ラ ム 20 1 0

池 上 康 之

し 、 け が み ・ やす ゆ き
1 988 年 3 月 佐 賀 大 学大学院理工学研究科修士課程卒

1 991 年 3 月 九 州 大学大学院総合理工学研 究 科 博 士 後 期 課 程 卒

現 佐 賀 大 学 海 洋 エ ネ ルギー研究 セ ン ヲ 副 セ ン ヲ ー 長 ・ 教慢
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S 3. 海洋温度差発電用熱交換器の開発と 久米島実証プラン ト への適用

J賀原 定+ ( (樹ゼ ネ シ ス )

1 . 実証事業の概要

20 1 3 年 4 月 、 沖縄県 久 米 島H可の 東海岸に位置

す る 沖 縄 県海洋深層 水 研 究 所 構 内 に 設 置 さ れ た

海 洋 品 度 差 発 電 実 証 プ ラ ン 卜 で 発 電 が 確認 さ れ

た 。 こ れ は 、 沖縄県が 目 指すエ ネ ル ギー 自 給率 の

向 | 二 と エ ネ ル ギ ー 供給源 の 多様 化 の 一環 と し て 、

海洋深層 水 を 利 用 す る 海洋温度 差 発 電 に 着 目 し 、

将 来 の 大 型化 、 商 用 化 に 向 け て 20 1 2 年度 か ら の

実証 事 業 と し て 建設 さ れ た も ので、あ る 。 事業の 実

施 期 間 は 、 20 1 4 年度 ま で 予 定 さ れ て お り 、 現配

も実 �l[運転 がわ われ て い る 。

こ の 実証プ ラ ン ト は 、 日 I I プ ラ ン ト 建 設株式会

社 ( I PC) 、 横河電機株式 会 社 、 お よ び 当 社の ]V

と し て 建設 が 行 われ た も の で 、 当 社 は 主 に 発 電装

置の製造組 立 と 実証運転管理 を担 当 し て い る 。 ま

た 、 佐賀 大学が 本 事 業 に 関 し て 、 立 ち 上 げ時か ら

沖縄県お よ び ] V に 協 力 さ れ て い る 。

Ijgl ] は 、 実証プ ラ ン ト の 写真 を 示す。 プ ラ ン ト

は 、 品 大 50kIV 発 電 実 証用 と 、 50kIV 発電相 当 の 熱

交 換 認や タ ー ビ ン 発 電機 等 の 実験 が 可 能 な 実験

用 の 二 つ の ユ ニ ッ ト で構成 さ れ て い る 。

2. 海洋温度差発電用熱交換器の 開 発

二iこ: 証 プ ラ ン 卜 の 中 に は 、 当 社が海洋tI�l度差発電

用 に 開 発 し て き た 全溶接 プ レ ー ト よ 熱 交換器 が

蒸 発 探 、 お よ び凝縮器 と し て 組み込 ま れ て い る 。

こ の プ レー ト 式熱交換器 は 、 そ れぞれ縦 2， 434mm 

× 横 734mm X 厚 0. 6mm の プ レ ー ト 90 枚 で構成 さ

れ て い て 、 枚数 を増やす こ と で 1 0MIV 規模 の プ ラ

ン ト に そ の ま ま 適 用 で き る よ う に 設 計 さ れ て い

(22)  

る 。 プ レ ー ト の 材 質 は 、 海水 に よ る 腐 食 が 無 く 、

伝熱性能 の 高 い 神 戸製鋼所製 の 純 チ タ ン プ レ ー

ト を 使用 し て い る 。

海洋温度 差 発 電 で は 、 熱 交換器の性能が 、 そ の

ま ま プ ラ ン 卜 の性能 を 左 右 す る 。 ま た 、 1 0M\V 規

模で は 、 設備費全体 に 占 め る 熱 交換器 ( 蒸 発 器 、

凝縮器) の コ ス ト の割 合 は約 1 /4 で 、 そ の割 合 は

発電規模 が 大 き く な る ほ ど 高 く な る 。 さ ら に 、 プ

ラ ン ト 全体 に 占 め る 熱 交換器 の 占 有 面 積 が 大 き

く 、 プ ラ ン ト の 大 き さ を 左右 し 、 構造物 の コ ス ト

に も 重 大 な 影響 を 及 ぼす。 し た が っ て 、 経済性の

高 い プ ラ ン ト を 実現 さ せ る た め に は 、 如 何 に し て

性能が 良 く 、 コ ン パ ク ト な 熱交換器 に す る かが 大

き な カ ギ と な る 。

当 社は 、 海洋温度 差発電 プ ラ ン 卜 に お け る 熱 交

換器の 重要性に 着 目 し 、 そ れ に 適 し た熱 交換器の

開 発 をìJt め て き た。 表 1 に海洋温度 差 発 電用熱 交

換器 の 課題 と 当 社が 取 り 組ん だ解決策 を示す。

表 l 課題 と 解決策
医盟 盤丞ii

.::1:.-11川 ( 侃閉ン トの股 園. < コンパつ はプレー ト式服倹器

置 スペースの決定主因) の1車問

-海水による腐 食対策と畏寿命化 圃. ' 対海水で実績が多いチ9ン製ブ
レー ト町線開

- 耐圧 ( 蒸発正力 10闘を起 え 園. < プ レー トパヲーンによる情通強化
る段目+圧) ， ， 童溶1豊型構造 ( ガスケッ トおし)

- レスメ ンナナンス ( 膨大屯プレー ト .. ' 全溶1藍裂陥 { ガスケ・ノ 同 し)
紋数ーメンテ頻度低減が必要}

.1:10体側の相変化条件での高往 時 J 穏変化を考胤たプレ 内
能化{認発および;1}縮) ンの追及

.;畠水側圧 力検失のIlt減 ( 自 己 .. � I�圧力領失のプ レー 州ーン
消 貨電力の削減J J流路設計の工夫

図 2 は 、 久 米 鳥 実証プ

ラ ン 卜 用 熱 交 換 掠 の う

ち の 蒸 発 器 の 写 真 を 示

す。 こ の 蒸 発 器 が 2 基 、

同 サ イ ズ の 凝縮器 が 2 基

設置 さ れ て い る 。 設 置 後 、

現在 ま で約 l 年 半順 調 に

運転 さ れ て い て い る 。
図 2 蒸 発器
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S 4 . ジャパ ン マ リ ンユナイ テ ッ ドの浮体技術と海洋温度差発電

お よ て鮮上風4力発電への取 り 組み

JMU's Approach ω Floating Structures for Ocean Energy Generator司

OTEC and Ocean Wind Firm 

粟島 裕治 ・北小路 結花 ・吉本 治樹

( ジ ャ パ ン マ リ ンユナイ テ ッ ド株式会社)
Yuji Awashima， Y出a Ki凶<üji， Haruki Y oshimoto 

Japan Marine U凶凶 Co中oration， 36-7， Shiba 5・Chome， Minato-ku， Tokyo 1 08-00 14  

This paper describes some types of existing suitable hull shapes of floating stnにtures which are d吋lca凶
to each special purpose and ぉ:pecially， suitable hull shapes for floaters for ∞e加 energy utilization， e.g. 
floating wind ω巾ines and OTEC (Ocean 百1ermal Energy Conversion). Comparing some hull shap民
MonかHull type (Submerged Type) is generally suitable for flo拍19 位uctures which are required to bear 
harsh environmental conditions since it can make the motion in waves minimum. [n addition， some 
technical themes to be overcome for floating OTEC facilities ar右 shown.

Key Wor，ゐ: IOES， Proceedings， Mono-hull， SemiふJbmersible， 0品ho問 Structures， Wind T山bine， OTEC

1 . は じめ に
近年、 海洋温度差発電、 浮体式洋上風力 発 電 等 の 海

洋エ ネ ル ギ ー の利用 が 本格化 し て き て い る . こ れ ら の
実 現の た め に は 、 波 浪等 に よ る 浮体 の 動揺 を し 、 か に 抑
制 で き る かが ポイ ン ト と な る . 本論文 で は 、 こ れ ま で
我 々 が パ ッ シ ブ な 動 揺制御技術 と し て 開 発 し て き た 、
モ ノ ハ ル型セ ミ サ ブ浮 体 の 開 発 経緯 に つ い て 紹 介 す
る と と も に 、 海洋温度差発電 (OTEC : Ocean Thermal 
Energy Conversion) や浮体式洋上風力 発電への適用 を
述べ る .

2 . 動揺抑制技術の必要性 と 浮体形式
浮 f本式の設備 に お い て 、 波 浪 に よ る 動揺 を 抑 え る 理

由 は 以 下 の 通 り で あ る 、
1 ) 取水管 、 発 電機 な ど 、 動 揺 に 弱 し 、機端の破損 を

防止 、 さ ら に そ れ ら の 動揺対策 と し て の コ ス ト
ア ッ プ を で き る だ け 小 さ く で き る .

2 ) 動 揺 に よ る 稼働 率 の 低 下 を 抑 え る .

浮 体 の 形式 と し て は 、 Fig. l の よ う に 分類 さ れ る ( 1 )

Fig. l Various types o f  floating structures 

水 線 面 付 近 に 浮 か ぶ い わ ゆ る 船型 ま た は パ ー ジ 型
は 、 排 水 量型 と 言 われ、 ス タ ピ リ テ ィ は保持 し 易 く 、
建 造 コ ス ト も 少 な く 抑 え ら れ る も の の 、 波浪の影響が

(23) 

大 き い の で 、 動揺 は 大 き い .
一 方 、 セ ミ サ ブ と 総称 さ れ る 浮体 は 、 排水 量 の 大 部

分 を 水 中 深 く に配す る も の で、 同 じ サ イ ズ な ら ばパ ー
ジ よ り は コ ス ト が 嵩む が 、 波浪動揺 を IJ 、 さ く 抑 え る こ
と が で き る の で、 石 油 ・ ガ ス 開 発 分 野 で広 く 活用 さ れ
て き た (Fig.2 参 照(2))

モ ノ ハ ル型 と コ ラ ム フ ー テ ィ ン グ、型 の 相 違 に つ い
て は 、 い わ ゆ る 浮体 の ス タ ピ リ テ ィ を 重 心 と 浮心の位
置 で キ ー プす る タ イ プか、 水線面 に よ る 浮体 の 断面形
状 に 依存す る タ イ プか と い う 定義 も で き る .

こ の 中 でモ ノ ハル型 (セ ミ サ ブ型 と 区別 し て 、 サ ブ
マ ー シブ、ル型 と も 呼ばれ る ) は 、 下記 の 特長 が あ る .

1 ) 多点テ ン シ ョ ン レ グ係留 (TLP) よ り は動揺が
大 き い も の の 、 同 じ排 水 量 な ら ば、 も っ と も 深い 喫
水 が 取れ る の で 、 コ ラ ム フ ー テ ィ ン グ型 よ り も 動揺
が 小 さ し \
2 )  TLP よ り も 、 設 置 コ ス ト を含 め た 建造 コ ス ト は
大 幅 に 安 い .

0.25 

E 
1記 0.20" 可3
4 コ� 
� 0.1 5 

〈
ω 〉町

主
" 0. 1 0  ω 可ヨコ� 
E 
さ 0.05
0 E 

0.00 
0 1 0  1 5  

Wave Period (5) 
Fig.2 Rol l ing of the floating vessel in waves 

一 方 、 下 記 の 欠 点 も あ る

20 
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1 ) 喫7](tJ\深 い の で 、 建造方法等 に 工夫 が 必 � .
2 ) デ ッ キ 面積 を 確保 し に く い
以 |二の こ と か ら 、 モ ノ ハ ル 型 は 、 比較的デ ッ キ 函積

を 必 � と し な い が 、 熔載機器が動揺に弱 い 、 ま た は そ
の 対応 に コ ス ト が 山む用 途 に お い て 、 も っ と も コ ス ト
が安 い浮体型式で あ る こ と が半IJ る .

3 . モ ノ ハル型セ ミ サブ浮体の例

3. 1 石油生産用 SPAR

Fig.3 に示す通 り 、 イ ! 油 ガ ス 生ß(�の
分 野 で 、 既 に 多数の SPAR と 11乎ば
れ る そ ノ ハ ル 型 セ ミ サ ブ 浮 体 が
利 用 さ れ て い る (3)

3.2 海洋肥沃化装置 「拓海j

弊 社 では 、 2003 年 に 社団 法 人 マ
リ ノ フ ォ ー ラ ム 2 1 殿か ら の受 託

研 究 と し て 海 洋 肥 沃 化 装 置 「 十イコ
潟」 を 建造 し 相 偵 湾 に 設 置 し た .
こ れ は 栄 養 分 に 富 む 深 層 水 の iiJj
昇i戒 を 人 工 的 に 発 生 さ せ る こ と
に よ っ て ， 沖 合 に 新 し い 漁 場 造
成 を 実現 し よ う と す る 試 み で あ
り 、 長 い 取 水 管 を i.!宣 し て 深 層 水

Fig.3 A n  example of 
SPAR 

( 約 1 0 万 ト ン/
日 ) を 汲み 上 げ る
と い う 点 で 、
OTEC と 大 変 よ
く 似 た 設 備 で あ
る (2州.

( r拓海J の設計
に 当 た っ て は 、 当
初] ポ ン プの駆動
力 と し てOTEC
を 採 用 す る 検討
も 行 っ た が 、 予算
の 都 合 に よ り 断
念 し た . ) 

木情造物 で、 は 、
j茶店ì 7]( の 取 水 管
長 さ は約 1 70 m で
あ り 、 OTECの取
水 管 長 さ 約
1 ，000m ' こ は 及 ば
な い が 、 こ れ に 先
立 っ て 1 989か ら

Fig.4 Image of Ocean Nutrient 
Enhancel 

富 山 湾で行われ た 、 パ ー ジ型 「 収洋」 に よ る 深層 水 散
布試験で は 、 早 々 に 取 水 管 が 波 浪 中 動揺 に よ り 破損 し
中 止 に な っ た こ と も あ り 、 こ の 「拓海」 プ ロ 、ン ェ ク ト
で は 波 浪 中 動 揺 を 抑 え る た め に 、 取 水 管 の材 料 、 サ イ
ズ に つ い て 慎 重 に 検 討 す る と と も に 、 浮 体 は
モ ノ ハ ル型 を採 !'I J し た . 相模湾 にお け る 実験は約5
年間 行われ 、 大 型 の 台風が数回通過 し た が 、 結 果 と し
て 取水管 も破損する こ と な く 実験 を 終 了 し た .
後 述 す る が 、 こ の 「拓海」 型モ ノ ハ ル 浮 体 の '支績 は 、
OTE刑 浮体の 開 発 に 直接生かせ る と 考 え て い る .

Fig.4， 5に原理 と 建造 ・ 稼働風景 を 示 す .

(24) 

Fig.5 Operation and cOl1struction of T AKUMJ 

3.3 C02 深海貯留用浮体

2005 年か ら 3 年 間 、 ( 独 ) 鉄 道 建 設 ・ 運輸施設整
備 支援機構(J RTT)般の研究制度 に 基づ き 、 (独) 海 上
技術安全研究所 ( MN RJ ) 殿 と (独) 産業技術総合研
究所 (A IST) 殿 と と も に 、 C02 を シ ャーベ ッ ト 状 に
し て深海 に Jrj'留す る た め の C02 投入 シ ス テ ム の研究
開 発 を 実施 し たり) 弊社でjQ 当 し た浮 体 の 開 発 に 関
し 、 本船 も 同 じ く C02 を 安 定的 に 海 中 に 投 下す る た
め の約 200m の ラ イ ザ ー が 水 中 に 伸 びて お り 、 ま た 水
深が 3，000m も あ る た め 、 TLP は 不 適 て'，y) り 、 コ ラ ム
フ ーテ ィ ン グ 型 と モ ノ ハ ル 砲 で、 開 発 を jJt め た いずれ
の場合 も 、 C02 の 巨 大 な タ ン ク を 内 蔵す る た め 水 中
部 の 船体 は 巨 大 に な る が 、 当 初J 6 本の カ ラ ム でデ ッ キ
を 支 え る コ ラ ム フ ー テ ィ ン グ 型 で 計一 jïllÎ し た と こ ろ

( Fig.6) ，ROLL，PITCH の 同 調点が長 く な り す ぎ 波 が
実在す る 範囲で動嬬が 大 き く な る こ と 、 ま た 没 水 音[1 の
天 井 の 上 で j支 が 非 線 形 な 形 状 と な り 上 1m i字体 の 底 面
を た た く お そ れ が あ る こ と が わ か っ た そ こ で 、 最
終的 に は モ ノ ハル 型 と す る こ と し た . (Fig.7) 
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4 . 浮体式洋上風力発電設備への応用

浮 {本 式 洋 上 風 力 発 電 設
備 は 現在 、 世 界 III で 実 証

が 進 め ら れ て い る .
浮 体 型 式 に つ い て は

風 車 の コ ス ト ア ッ プ緩和
を 狙 い 、 波 浪 仁1" 動 揺 の 低
減 の た め 、 ほ と ん ど の コ
ン セ プ 卜 は セ ミ サ ブ 型

( モ ノ ハ ル型 、 コ ラ ム フ
ー テ ィ ン グ 型 、 TLP 型 )
に な っ て い る .

Fig .8 に 、 ノ ル ウ ェ ー で
実 証 中 の Hywind プ ロ ジ
ェ ク 卜 を 示す山 こ れ は 、
モ ノ ハ ル 型 の 中 で も 3 . 1
に 示 し た い わ ゆ る SPAR
型 で あ り コ ス ト 的 に も つ

Fig.8 Hywind 

と も 競争 力 が あ る と 思われ る . ま た 、 Statoil 社の レ ポ
ー ト に よ る と Hywind の年間稼働率 は 40% 以 上 と 言 わ
れ て お り 、 安定性お よ び‘動指性能 の 良 さ が 実 証試験 で
示 さ れ つつ あ る と 言 え る .

一 方 、 こ の SPAR 型 で は 、 そ の 全長 が 80m 以 上 と
な り 、 風車の搭載 作 業時 に は 、 港内 や浅海域 で は 作 業
で き な い の で 、 作業 可能海域 ま てブJ<: 平 に 浮 かせ て 曳航
し て い き 洋上 で 立 ち 上 げ (Upending 作 業 ) 、 そ れ か
ら フ ロ ー テ イ ン ク ク レ ー ン て、風車 を搭載す る . ノ ル ウ
ェ ー で は 、 フ ィ ヨ ル ド と い う 静穏かっ水深が あ る 海域
が 無 数 に あ る の で 、 そ こ で安 全 に こ の 風 車十搭載作業 を
行 う こ と が で き
る .

し ヵ 、 し な が ら 、
日 本 は 比 較 的 色、
i数 に 深 く な る 海
域 が 多 い が 、 ほ と
ん ど が 外 海 に 出
し て お り 、 風 車絡
lfiX 作 業 が 可 能 な
静 穏 な 期 間 が 少

な い の で 、 こ の
SPAR 型 を 国 内 で
設 置 す る に は 設
置 方 法 を 工 夫 す
る 必 要 が あ る

弊 十jこ で は 、 1 0  
年 前 よ り 複 数 の
風 車 を 熔 殺す る コ ラ ム フ ー テ イ ン グ 型 の 浮 体式風 力
発 電 設 備 を 開 発

し て き た が 、 2
年 前 よ り 、 東 京

Fig.9 2MW Floating Wind 
Turbine 

大 学 の 鈴 木英 之 教授 と 共 I ， ;J で 単 数 の 風 車 を 熔 載 し た
モ ノ ハ ル 型 の 開 発 を ス タ ー 卜 し た . そ の 中 で こ の
SPAR 引 の 欠 点 を 補 う た め 、 Upending 作 業 を 行わず 丘
て た ま ま 曳航す る た め に |喫ノk は敢 え て 50m に 抑 え 、
そ の 代 り 通 常 の SPAR 型 に な い 水 平 に 太 ら せ た 部 分

( H U L L 部 と 降 ん で い る ) を 複 数設 け 、 コ ラ ム フ ー テ
イ ン グ 型 同 様 の い わ ゆ る 波 な し 点 効 果 と さ ら に 水 線
部 の HULL に よ る 2 点 波 な し 効果 を 生か し 波 浪 中 部j
括 を 抑 え る 浮 体 を 考案 し た さ ら に 将 体 下 部 に フ イ ン

(25 )  

8 1  

を 設 け 、 動指 を さ ら に抑 え る と と も に 、 風車の YAW
コ ン ト ロ ー ル11# に 浮 体側 の 反 動 を 押 さ え る 構造 と し 、

「 ア ド バ ン ス ト ス パ ー型」 と 名 付 け た .

20 1 2 年 l 月 、 (株) 日 本製鋼所殿 と 共 同 で 、 そ の
2 MW ダイ レ ク ト ド ラ イ ブ方 式 の 風 車 (J82-2.0) を 権
載 し た ア ド バ ン ス ト ス パ ー 型 洋 上 風 力 発電設備 を 開

発 し 、 ( 財 ) 日 本海 事 協 会 殿 よ り AIP(Approval in 
Principle) を 取 得 し た(7) (Fig.9) 

20 1 1 度 か ら ス タ ー 卜 し た 、 福 島 沖 の 浮体式洋 |二 ウ
イ ン ド フ ァ ー ム 実 証研究事 業 で は 、 弊 社 は ア ド バ ン ス
ト ス パー 型 浮 体 を 採 用 し た 世 界 初 の 洋 |二 変電所 ( サ ブ

ス テ ー シ ョ ン ) を 建 造 し た . サ ブ ス テ ー シ ョ ン は 20 1 3
年 1 1 月 の運用 開 始後 、 数 回 の 台 風 を経験 し な が ら 、
長時間 の 停 止 も な く 稼働 中 で あ る . 今 後 、 本実iìiE事 業
に お い て 、 弊 社 は ア ド バ ン ス ト ス パ ー 型 浮 体 を 採 用 し
た 7 MW 級 の 大 型 風 )) 発電設備 の 建 造 を 予 定 し て い
る .

Fig.9 に サ ブ ス テ ー シ ョ ン 概 略 図 と 実 際 の 外 観 ( 水
面 的 を 示 す。

Fig.9 Floating SlIbstation " FlIkllshima KizlIna竹

5 . 海洋温度差発電設備 (OTEC) への応用

最近 ま す ま す注 目 さ れ て い る 太 陽 光 発電、 @，\ 力 発電、
地熱発電、 バ イ オマ ス 等 の 再 生可能エ ネ ル ギ ー の 中 で 、
梅 洋 J昆度差 発電(OTEC) は 、 ① エ ネ ル ギ 一際、 が g!I，f;尽 に
あ る こ と 、 ② メ ン テ ナ ン ス n�J 以 外 ほ ぽ 1 00%の稼働率
が 期 待 で き る こ と 、 ③設 備 の 大 型 化 に よ る 発電 コ ス ト
低減効果 が 大 き い こ と 、 ④ 真 7)<: の 造 水 、 深層 水 の 利 用
等 、 他 の 再 生 11]'能エ ネ ル ギー に な い 大 き な特長が あ る

充電 コ ス ト を 下 け、 る べ く 大 型 の OTEC を 設 問 す る
場 合 、 取7)<:符 径 も 大 き く な り 、 プ ラ ン ト そ の も の を 洋

上 に 設置す る た め に 浮体 を 使 う こ と と な る . そ の場 合 、
① 1 ，000m ti\度 の 長 大 な 取 水 管 を 保科 し な けれ ばな ら
な い 、 ② 国 |人j では沖縄等台 風 に よ る 厳 し い海象のdiJ:J或
に 設 置 し な け れ ば な ら な い 、 と い う ハ ー ド ル が あ る .

こ れ ら の 課題 の 克 服 の た め に は や は り 波 浪 '-1 1 動
t吊 を 抑 え る 浮休雪司王にが 必 要 で あ り 、 2 ， 3 の コ ン セ プ
ト が 発表 さ れ て い る 州 10) ( Fig. l l ，  Fig . 1 2 )  

弊社 と し て は 、 波 浪 l二|二I [()]揺 に よ る 取 ノJ<: 管 へ の タ メ ー
ジ を 防 ぎ ま た OTEC の プ ラ ン 卜 の性能 ダ ウ ン を |幼 ぐ
た め に 、 こ れ ま での 実績 を 生か し 、 波 浪 中 動揺が よ り
小 さ な モ ノ ハ ル 型 の OTEC 用 浮 体の 開 発 を 行 う べ き
と 考 え て い る .
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Fig. l l Coll1mn-footing type OTEC 

F ig. 1 2 Monohll l 1  type OTEC 

そ の際 に留意すべ き 点 は以 下 の通 り で あ る 、
1 ) コ ス ト 、 性能 �I;j 面 て、最i菌 な 取 水 管 の 素材 、 工法
を選択
2 ) そ の 取 水 管 の 強 度 に 合 わせ た 低動指の浮体 の 開
発
3 ) 巨 大 な OTEC の プ ラ ン ト の最適な配置
4 ) ア ン モ ニ ア ガ ス へ の 対 応等安全に 卜 分 に 留 志- し
た設計
5 ) コ ス ト 的 に も 1i・全の 面 で も 最適 な係留 方式の選

定
6 ) 洋 上設置工事 も 含 め た ト ー タ ル コ ス ト を最小に
す る 往造お よ び設 置 方法の{i'(if 立

(26) 

6 . ま と め
波 浪 中 動揺 を 最 小 に で き る モ ノ ハ ル 方式 が 多 く の

海 洋 エ ネ ル ギ 一 利 用 の た め の 浮 体 に 最 適 で あ る こ と
が 多 い こ と と そ の 開 発 の こ れ ま で の 流れ を 示 し 、 ま た
浮体式洋 上 風 力 発電や海洋ìlii\.!JLt\� 発 電 用 浮 体 へ の 適
用 の現状 に つ い て 述 べ た

上述の通 り 多 く の課題が あ る が 、 弊社lま海洋エ ネ ル
ギ 一 利 用 の 実現の た め 、 モ ノ ハ ル 仰 を 中 心 と し た最適
な浮体の研究開 発 を 続 け る 所存 で あ る .
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S 5. 陸上設置型取水技術の 検討

「青* J勝公 ・ 堀 哲 郎 ・ 白 枝 哲 次 ( 清 水 建 設 (附 )

1 . は じ め に

近 年 、 海 洋 深 層 水 の 低 温特性 を 活 用 し た 諸

胞 設 と し て 、 深 層 水 空 調 施 設 や 海 洋 温度 差 発

電 施 設 へ の 利 用 が 考 え ら れ 、 そ れ に 伴 い 日 量

数 1 0 万 か ら 数 1 00 万 耐 級 の 取 水 量 が 求 め ら

れ て い る 。

こ こ で は 弊 社 に お い て 、 大 量 取 水 向 け に 考

え ら れ て い る 「 取 水 管 路 の 構 造 設 計 と 施 工

法 J に 関 し て 述 べ る 。

た だ し 、 実 用 化 に 当 っ て は 現 状 の 技 術 レ ベ

ル を 配 慮 し 、 管 路 の 設 置 構 造 形 式 と し て は

「 着 底 管 路 形 式 」 に 限 定 す る と と も に 、 特 に

立 地 す る 海 底 地 質 ・ 地 形 条 件 に つ い て は 「 一

般 土 質 ・ 比 較 的 に 平 坦 な 地 形 」 を 対 象 と し て

検 討 を 行 っ た も の で あ る 。

く ポ ン フ乙 揚 7l<. 方 式 〉

く 自 然 流 下 方 式 〉

8 3  

ポ ン プ 室

大 容 量 取 水 ポ ン プ

2 . 取水路の 設計法

1 ) 取 水 方 式

取 水 方 式 と し て は 図 l . に 示 す よ う に ① ポ

ン プ 揚 水 方 式 と ② 自 然 流 下 方 式 の 2 方 式 が

一 般 的 で あ る 。

① ポ ン フc 揚 水 方 式 に お い て は 1 条 の 管 路

に 対 し て 1 対 の ポ ン プ を 配 置 し て 取 水 す る

方 法 と な る が 現 有 ポ ン プ 能 力 的 に 対 応 制 限

を 受 け る こ と と な り 、 加 え 、 1 条 の 管 路 に 対

し て 複 数 台 の ポ ン プ を 配 置 す る 方 法 で は ポ

ン プ性 能 低 下 に 直 結 す る 。

従 っ て 、 大 量 取 水 に お い て は 既 設 発 電 所 の

よ う に 比 較 的 に 低 揚 程 と な る が 大 量 送 水 が

可 能 な 斜 流 ポ ン フ。や 判l 流 ポ ン プ を 用 い た 「 ②

自 然 沈 下 方 式 」 を 採 用 す る こ と に し た 。

2 )  1"\: 材料 と 補 強 構 造

深 層 水 取 水 管 路 の 最 大 の 特 徴 の 一 つ に 、 使

用 可 能 な 管 材 料 が 制 約 さ れ る こ と で あ る 。 こ

の こ と は 取 水 管 路 の 設 置 さ れ る 地盤 が “ 人 の

手 が 厄i か な い 整 形 で き な い 地 形 に 置 かれ る "

こ と に 起 因 す る か ら で あ り 、 当 然 の こ と で あ

(27)  

図 1 . 取 水 方 式概念 図

て支 問 中 央 官官 〉

- 偏 平 発 生 → 取 水 量 低 下
ム/

〈 支 承 部 〉 ・ 破 断 発 生 → 取 水 停 止

. 偏 平 発 生 → 取 水 量 低 下

. I'Îi 屈 発 生 ー→ 取 点 停 止

図 2 . フ リ ー ス パ ン 部 で 発 生 す る 不 具 合

る が 自 然 の 地 形 に 設 置 さ れ る 宵: 路 は 区I 2 . に

よlミ す よ う に 「 フ リ ー ス パ ン が 発 生 J す る こ と

に な り 、 フ リ ー ス パ ン 部 で の 偏 平 ・ 座 屈 や 破

l:tIr の 発 生 が 安 定 取 水 を 阻 害 す る 上 で の 最 大

製 因 と な る か ら で あ る 。

そ の た め に 取 水 管 の 要 求 品 質 と し て は 「 断

「印刷 性 が 高 く 、 か つ 可 捷性 に 優 れ 、 制l 耐 力 の
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大 き し リ 材 料 が 求 め ら れ る こ と に な る 。 ま た 、

加 え て 取 水 骨 材 料 に は 地 盤 上 に 設 置 さ れ た

|探 の 作用外 力 に 対 し て 移 動 安 定 重 量 を確 保

す る 必 要 が 生 じ る た め に 「 自 重 調 整 の 容 易 」

な 材 料 が 求 め ら れ る 。

「 断 面 岡1) 性 が 高 く ・ ililiJ 耐 力 に 優 れ 、 か つ 可

焼性 に 優 れ る 」 と 言 う 相 矛 盾 す る 要 求 性 能 に

対 して 対応 可 能 な 管 材 料 と し て 、 こ こ で は 図

3 に 示 す “ 特 殊 な 補 強 を施 し た 管 材 料 " を

新 規 に 考 案 し て 対応 す る こ と と し た 。

if( +f(調整バ ン ド
( 二 つ 割 )

制i 'W体銅
( ;r:hj t'm ネ ジ 込 よ )

布Ii 'W体制
( 端 的 ネ ジ 込 式 )

区 1 3 . 補 強村 管 材 料 概 念 図

新 規 考 案 の 補 強 付 管 制 料 は 以 下 に 述 べ る 特

徴 を有 し て い る 。

・ 断 面 岡1) 性 は PE 管 の 板 厚 で 確 {呆 。

・ qirn 耐 力 は 補 強 鋼 棒 の 太 さ と 本 数 で 確保0

. 可撰 性は PE 管 材 と 補 強 棒鋼 を 斜 め に |配

置 す る こ と で確保 。

・ 向 重 は 重 量 調 整 バ ン ド、 の 板 厚 と 板 幅 及 び 補

強棒鋼 の 太 さ と 本 数 で 訓 整 。

な お 、 補 強 棒 鋼 ナ ッ ト付 自 重 調 整 バ ン ド 及 び

補 強 棒 鋼 は 現 場 取 付 け で 計 画 し て お り 、 補 強 俸

鋼 の 配置 本 数 を増 や す こ と は 支 承 帝11 の 支 点、 反

力 を 緩 和 さ せ る が 、 手 聞 を増 大 さ せ る た め 、 適

度 の 本 数選 定 が 必 要 と 考 え る 。

3 ) 取 水 路 の 水 理 設 計

取 水 路 の 水 埋 設 計 に 関 し て は 既 存 の 基 準 類

に 準 拠 して 設 計 す る こ と で 対 応 可 能 と な る 。 一

般 的 に は 管 路 部 に 対 し て ① 密 度 差 に よ る 損 失

(28) 

水 頭 、 ②摩擦損 失 水 頭 、 ③ 流 入 に よ る 損 失 水 頭 、

④ 流 出 に よ る 損 失 水 頭 、 ⑤ 屈 折 に よ る 損 失 水 頭 、

⑤ 弁 類 に よ る 損 失 水 頭 を考 慮 し 、 ま た 、 開 水 路

部 に 対 し て は ⑦漸縮 に よ る 損 失 水 頭や③ ス ク

リ ー ン に よ る 損 失 水 頭 を 考 慮 し 、 結 果 と して 配

管 レ ベ ルや 着 水槽内水 位 、 送 水 ポ ン プ の 設 置 レ

ベ ル を 決 定 す る こ と に な る 。 こ れ ら の 損 失 水 頭

の 中 で 、 基 準 類 に 記載 さ れ て い な い 損 失 水 頭 と

し て ① が あ る 。 ① は I�I 4 に 示 す よ う に 取 水 口

の 設 置 水 深 の 海 水 密 度 ( 取 水 管 内 水 の 密 度 ) と

管 路 外 の 海 水 密 度 の 差 に よ っ て 考 l昔、 す べ き 水

顕 で あ り 、 取 水 深度 が j架 く な る ほ ど 大 き く な る

の で 見落 と し に 注 意 が 必 要 で あ る c

��Î: 外 * 密 度 の 鉛 直 分 布

h 

ρ i  
H = ミ: ( ρ 不h � ρ * h  ) (10 、 υ (1 c! 

1';: 1)、J !K 符 皮 の 鉛 直 分 イlï

1 1 = ρ * h  d i  d 

図 4 密 度 差 水 頭 の 考 え 方

ま た 、 着 水 槽 の 設 計 に 当 っ て は 取 水 の 急停 を

踏 ま え 、 サ ー ジ タ ン ク と し て の サ イ ズ 決 定 が 必

要 と な る と と もに 、 海 生 生 物 の 連 行 に 対 し て 除

去 で き る 機 構 を有 す る よ う 計 画 す る こ と が 不

可 欠 と な る 。

4 ) 取 水 路 の 構 造 設 計

取 水 路 の 構 造設 計 に お い て 、 特 に 配 慮 が 必 要

と な る の が 海 中 部 管 路 の 設 計 で あ る 。海 仁|二 1 部 管

路 の 設 計 に 関 し て は 既 設 設 計指 針 や基 準 類が

整備 さ れ て い な い こ と に 加 え 、 そ の 設 置 形 態 が

主 に 防 護 方法 ( 施 」一 方 法 ) に 関 連 す る か ら で あ

り 、 一般 的 な 設 置 形 態 は 以 下 の 通 り と な る 。

① 水 深 2 0 、 3 0 m 以 浅

推 進 J � 法 ( 取 水 ピ ッ ト か ら 護 j辛 下 を



貫 通 さ せ て 地 中 配 管 )

: 開 削 工 法 ( 取 水 ピ ッ ト か ら 護岸 部 を 通

じ て 掘 削 ・埋設 配 管 )

② 水 深 50 m 以 浅 : 開 削 工 法 (護岸 前 面 か ら

i創業 ・埋設 配 管 )

③ 水 深 50 m 以 深 : 露 出 配 管

従 っ て 、 水 深 50 m 以 浅 の 区 間 の 構 造 設 計 は

① 土 被 り 荷 重 に 対 す る 断 面 設 計 と な る 。 し か し 、

水 深 5 0 m 以 深 の 露 出 配 管 部 に 対 し て は ② 移 動

安 定 設 計 、 ③ フ リ ー ス パ ン 部 構 造設 計 、 ④ 静 水

圧・水 撃 圧 等 の 内 外圧 に 対 す る 断 面 設 計 が 最 小

限 必 要 で あ り 、 施 設 用 途 を 踏 ま え る に ⑤ 地 震 力

に 対 す る 構 造 設 計 も 必 要 と 考 え る 。

一 方 、 こ れ ら の 構 造設 計 の 手 法 に 関 し て は 関

連 技 術 基 準 類 を 参 考 に 解 析 ・対 応 し て い る が 、

荷 重 状 態 の 設 定 が 出 来 な い ③ に つ い て は 海 底

地 質・地 形 条 件 を 配 慮 し て 決 定 す る こ と に な る

が 、 一 般 土 質 ・ 平 坦 な 地 形 に お い て で も 「 フ リ

ー ス パ ン 長 与 数 十 m J に 仮 定 し 、 管 内 流及 び 管

外 の 流 れ に よ る 振 動 に 対 す る 構 造 設 計 も 含 め

て 検 討す る 必 要 が あ る 。 な お 、 岩 質 地盤 や 転 石

層 で 急 峻地 形 条 件 で は 「 フ リ ー ス パ ン 長 寺 1 00

m 以 上 」 と な る の で 、 特 に 留 意 す る 必 要 が あ る 。

5 ) そ の 他 関 連 事 項 の 設 計

そ の 他 の 設 計 関 連 事 項 と し て は 「 取 水 海 水 の

昇 温 設 計 」 が あ り 、 既 存 文 献 を 流 用 し て 解 析 し

て い る が 、 大 量 取 水 で、 あ る こ と か ら O . 1 、 0 . 2 0C

程 度 に 治 ま る の が 一 般 的 で あ る 。

3. 取水 路の 施 工法

取 水 路 の 施 工 方 法 に つ い て 、 陸 t 工 事 と し

て 行 わ れ る 取 水 ピ ッ ト の 構 築 や 汀 線 部 配 管

工 事 と な る 推 進 工 の 施 工 ・配 管 、 水 深 50 m 以

浅 に お け る ト レ ン ト 波探 ・埋設 工 に 関 し て は

既 存 の 施 工 技 術 で 対応 可 能 で、 あ り 、 こ こ で は

省 略 し 、 海 中 部 管 路 の 敷設 工 に 限 定 し て 述 べ

る こ と と す る 。

“ 最 大 口 径 2 m 程度 × 管 路 延 長 3km 程 度 ×

取 水 口 深度 1 000 m 程度 " と な る こ と が 想 定 さ

れ る 海 中 部 管 路 の 敷 設 方 法 に 関 し て は 未 だ

我 が 国 に お い て 実積 は 無 く 、 唯一 、 米 国 ハ ワ

イ 州 の N E L H に お い て 口 径 1 . 5 m の 取 水 管

路 が 現 存 し て い る の が 実 情 で あ る 。

(29) 

一 方 、 海 中 部 管 路 の 敷設 方 法 と し て は ① 浮

遊 曳 航 法 、 ②海底 曳 航 法 、 ③ 敷 設 船 法 が 一 般

的 に 用 い ら れ て い る 。 し か し 、 現 有 の 作 業 船

や 敷 設 専 用 機 資材を 使 用 し て 敷 設 す る に は

① 工 法 あ る い は ② 工 法 で 対 応 す る こ と が 現

実 的 と な る 。

こ こ で は ① 工 法 及 び ② 工 法 で 施 工 す る 場

合 の 敷設 シ ス テ ム 概 念 を 図 5 . 及 び 図 6 . に

示 す 。 た だ し 、 同 図 に お い て 管 路 仕様や海域

の 海 象 ・気 象 条 件 を 特 定 し て 使 用 作 業 船 を 選

定 し 、 ま た 、 管 路 の 発 生 断 面 力 を 試 算 ・精 査

し た 結 果 で は な い の で 参 考 資料 と し て 参 照

さ れ た い 。

各 布 設 法 の 特徴 と し て 、 ② 工 法 は 比 較 的 に

シ ン フ。ル な 敷 設 方 法 で、 あ り 、 主 に 管 路 引 出 し

に 伴 う 所 要 摩 擦 力 に 対 し て 牽 引 力 を 算 定 し 、

現 有 機 器 ・作 業 船 で の 対応 性 を 照 査 す る こ と

と 、 管 路 移 動 に 伴 い 表 面 に 発 生 す る 外 傷 が 設

計 上 の 要 求 品 質 以 内 に 治 ま る か の 2 点 が 重 要

な 事 項 と な る 。 な お 、 牽 引 関 連 の 現 有機器 の

最 大 規模 と し て は 500 t 程度 と 考 え ら れ 、 管

路 全 重 量 が 500t を 超 え る 場合 は 仮設 フ ロ ー

ト を 取 付 け る 等 の 方 策 が 必 要 と な る 。

一 方 、 ① 工 法 は 敷 設 時 各 ス テ ッ プ毎 の 管 路

に 発 生 す る 断 面 力 を 照 査 し 、 許 容 管 路 線 形 を

確 保 す る よ う 支 持 ・沈 設 さ せ る た め の 方 法 に

最 大 主 眼 が 置 か れ る c 具 体 的 に 概 説 す る と 、

イ . 管 路 を 海 面 上 に 引 出 す 場 合 は 流 れ と 風 等

の 外 力 に 対 し て 管 路 が 斜 路 よ り 脱 落 せ ず 、 か

っ 許 容 線 形 を 確保 す る た め の 水 平 牽 引 力 ( =

長 特 引 出 し 引 船 の 所 要 馬 力 ) を 検 討 、 ロ . 陸

側 か ら 管 路 内 に 注 水 し て 沈 設 さ せ る 段 階 は

沖 側 S 宇状 の 沈 下 線 形 が 許容 線 形 を 確 保 す る

よ う 中 間 支 持 の 位 置 と 吊 荷 重 及 び 水 平 牽 引

力 を 算 定 し 、 沈 下 線 形 が S 宇 か ら J 字 に な る

ま で 検 証 す る 。 ま た 、 ハ . 取 水 口 沈 設 段 階 は

取 水 口 が 着 ほ す る ま で の J 字状 の 許容 線 形 に

関 し て 算 定 し 、 長 管 引 出 し 台 船 と 引 船 の 船位

と 牽 引 力 を 検 討す る こ と に な り 、 現有 作 業 船

で の 対 応 可 能性 を 検 証す る こ と に な る 。 な お 、

現 有機器 ・作 業 船 で 対 応 で き な い 場合 は 先 に

述 べ た 耐 圧 用 の 仮 設 フ ロ ー ト を 取 付 け て 管

路 の 重 量 調 整 を 行 う こ と も 一 策 と し て 考 え

85 
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ら れ る が 、 施 工 時海象 条 件 の 制 約 を 大 き く 受

け る こ と に 注視 が 必 要 と な る 。

加 え 、 両 工 法 に 共 通 し て 重 要 な 事 項 と し て 、

ニ . 管 路 の エ ア ー 抜 き 対 策 と ホ . フ リ ー ス パ

ン 支 承 部 の 防護 が あ る 。 敷 設 時 管 路 の エ ア ー

抜 き に つ い て は サ イ ホ ン の 原 理 を 利 用 し て

取 水 す る 管 路 で あ り 、 エ ア ー の 残 留 が 致命 的

と な る こ と か ら 、 確 実 な エ ア ー 抜 き 方 策 を 敷

設 計 画 上 に 盛 込 む こ と が 不 可 欠 で あ る 。 ま た 、

管 路 の フ リ ー ス パ ン 支 承 部 の 緩 和 防 護 に つ

い て は ROV で 対 応 可 能 な 方 策 で の 検 討 が 必 要

(30) 

と 考 え る 。

4. お わ り に

以 上 、 大 量 取 水 用 の 大 口 径 取 水 管 路 の 設 計

と 施 工 法 に 対 す る 弊 社 の 現 況 に 関 し て 述 べ

た が 、 実 用 化 と 言 う に は研 究 ・開 発 の 初 期 段

階 で あ る 。

今 後 は 関 連 技 術 開 発 に 関 す る パ イ ロ ッ ト

事 業 等 に 積 極 的 に 参 加 し 、 φ 1 m 級 の 取 水 管 路

に お け る 実 証 開 発 と 実 績 を 持 ち 、 次い で φ 2

m 級 管 路 の 実 証 ・実 績 と 段 階 的 な 開 発 を 行 う

こ と で 実 用 化 を 目 指 し た い と 考 え る 。
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S 6 . 台湾東部 の海洋深層水産業発展の挑戦

。劉 金源 ( 台 湾 国 立台東大学学長 、 台 湾深層 海水 資源利 用 学会理事長) 、

黄 乗益 (台湾石材・資源セ ン タ ー研究員 、 台湾深層海水 資源利 用 学会事務局長)

台 湾 で は 2006 年 l 月 に 行政 院が 制 定 し た 「深

層海水 資源利 用 お よ び、産業発展実施計画」 に 基 づ

き 、 2 0 1 1 年前後 に 台東県太麻里郷美 和 村 に 「経

済 部 東部深層 海水創新研発 セ ン タ ー」 、 知 本川 北

岸 に 「農業委員会水産試験所東部海洋生物研究セ

ン タ ー水産生物種原庫」 が 建設 さ れ た。 残念 な こ

と に 実 は 両研究所 は 20 1 2 年 5 月 と 2 0 1 3 年 9 月 に

相次い で取 水 問 題 が 起 こ り 、 未 だ に 取水 不 能 に な

っ て い る の で 、 台 東地 区 の 海洋深層 水 の 資源利用

と 産業発展が 大 き く 影響 さ れ て い る 。

台 湾 で、 の 海洋深層 水 の 資源利 用 は 民 間 会 社 が

先 行 し 、 花 蓮 県 で 最 も 規模 の 大 き い 台 湾肥料社 は

2004 年 の 取締役 会 で 「 花 蓮 工 場 に お け る 海洋深

層 水 投 資計画」 を 通 し 、 2007 年 に 日 本 の 前 田 建

設 に依頼 し て 、 陸側 に お い て 台 湾 で初 め て の ト ン

ネ ル 工 法 に よ っ て 、 七星置海域 662m 深 ま で取水

管 を 敷設 し た。 そ の 後 、 台 湾 肥料社は 「肥料で植

物 を 健康に 育 て る 台湾肥料か ら 、 海洋深層 水 で、人

を 健康に す る 台 湾 肥料へ」 と ス ロ ー ガ ン を 掲 げ 、

2 0 1 3 年 に 合弁 会 社で あ っ た 台湾海洋深層 水 社 を

1 00見出 資の 子 会 社 に し 、 生産能力 を 上 げた り 、 体

験 テ ー マ パ ー ク も 建設 し 、 深層 水 の 資源利 用 に 全

力 を 注 い で い る 。 し か し 一 方 で 、 台 湾 の 他社 と 同

じ 、 台湾肥料社 も 商 品 の位置 付 け 、 価値、 ブ ラ ン

ド 力 、 特色や消 費者の認知度 な ど の 問題 に 遭 い 、

決 し て 良い成績 を 出 し て い る と は い え な い。

以 上 の よ う に 、 台湾 の海洋深層 水 産業 の 発 展 に

い く つ も の 挑戦が あ る 。 政府 に 関 し て は 国 立 の 研

究所 の 取水 問 題 、 ま た は 工 事 の 失敗 で 、 産 業 の 発

展 が 停滞 し て い る こ と 、 民 間 に 関 し て は 、 花蓮県

の 3 社 の 民 間 企 業 は 両 国 立研究所 の 開 設 に よ っ

て 資源利用 が促進 さ れ、 次い で は産業全体が発展

す る と 期待 し て い た が 、 取 水 問 題 で、窮 境 が 打 開 で、

き ず 、 産業全体 が 不 安 に 満 ち て い る こ と で あ る 。

そ こ で 、 国 の 監察 院黄埠雄監察委 員 は こ の 問題

を 重要視 し 、 2 0 1 2 年 8 月 か ら 1 年 間 で調査 し 、

報告書 を 纏 め た 。 こ の 報告 に よ る と 、 台 湾 で の 海

洋深層 水産業 に 直 面 し て い る 問題 は 1 . 基礎研究

(33) 

の 不 足 、 2 . 基本技術の 不十分、 3 . 専 門 的 人材の 不

足 、 4. 担 当 政府機 関 の能 力 不 足 、 5. 監督制 度 の 失

敗、 6. 連携、 協 力 機能 の 欠 如 、 の 6 点 を 挙 げた 。

幸 い な こ と に 政府 の 担 当 者 は こ の 調 査 報 告 で 相

当 に プ レ ッ シ ャ ー が か け ら れ 、 問題 の解決 に よ り

一層 に慎重かっ真剣 に 取 り 組む よ う に な り 、 取水

工事 を 担 当 す る 経 済 部 は 取水 管 の 再敷設 は 失 敗

が 許 さ れ な い 心構 え が で き た。 実 は こ の報告書で

は 問 題 の 原 因 を 提起 し た だ け で な く 、 国 が 東部 地

区 に 海洋深層 水 産 業 を 推進 す る 政策 は 変 わ っ て

し 、 な い こ と が 再確認 さ れ 、 第 2 段 階 の 3 年 間 の 実

施 計画 が ス タ ー ト し 、 2020 年 ま で に 年間 売 り 上

げ を 40 億 元 にす る 目 標 を 明 確 に し た。

筆 者 は海 中 工学 が 専 門 で 、 か つ 台 東地 区 で、唯一

の 大 学 の 学 長 な の で 、 実 は 2 年前 か ら 産官学研各

界 の 専 門 家 を 招 い て 、 台 湾 で起 こ っ て い る 取水 問

題 に 関 し て 、 詳細 に検討 し た 。 多 く の 専 門 家 は経

済 部 東 部 深 層 海 水 創 新研発 セ ン タ ー の 取水 問 題

の 原 因 は 河川 | か ら 多 量 の 土砂 の 輸送や不 安 定 の

地形 に 起 因 す る と 判 断 し が ち で あ る が 、 実際 に は

工事設 計 、 施 工技術や経験の 不 足 も 重要 な 原 因 で

あ る 。 こ れ ら の 夫敗経験 を 教訓 に 、 再敷設 工 事 の

た め に 只 今 台 東 県 沿 岸 で詳 細 な 海洋環境調査 が

行 わ れ て い る 最 中 で 、 次い で は 工事 の 設 計 を 終 え 、

2 0 1 5 年年末 の 取水施設 の 完成 を 目 標 に 向 か つ て

い る 。

謝辞 : 台湾 で、海洋深層 水 産 業 の 発 展 を 支 え る た め 、

2 年 ほ ど 前 か ら 立 ち 上 げ を 計 画 さ れ て い た 「 台 湾

深層海水 資源利 用 学会 」 が 2 0 1 4 年 9 月 に 正 式 に

設 立 さ れ 、 本文 の 第 一 著者 が 理 事長 、 第二著者が

事務局長 に 勤 め さ せ て い た だ い て お り ま す。 設 立

大 会 の 際 に は海洋深層 水 利 用 学 会 高 橋 正征 会 長

に も お越 し い た だ き 、 心 よ り 感謝 申 し 上 げ ま す。

今後 、 台 湾 と 日 本 の 両学会 の 連携 に よ っ て 、 海洋

深層 水 資源利用 を促進 さ せ、 次い で は産 業 の 発 展

に 繋 が る と 切 望 し て お り ま す。



一般講演3

〈 利 活用 シ ス テム関 連他〉

座長 山下 和則

( 株式会社 エ コ ニ ク ス ) 

(35) 



92 

1 2 . 腸管モデル細胞 に よ る 海洋深層水の ß - ク リ プ ト キ サ ンチ ン吸収促進作用

。 白 倉 義之 ・向 井 克 之 ( ユ ニ チ カ側) 、 野村 道康・山 田 勝久 (同DHC)

し は じ め に

。 ク リ プ ト キ サ ン チ ン は 温州 みかん に 豊 富 に

含 ま れ る カ ロ テ ノ イ ド で あ り ( 図 1 ) 、 抗酸化作

用 、 血 流改善作用 、 骨代謝改 善作用 、 体脂肪低減

作用 な ど 多 岐 に わ た る 機能 を 持つ こ と が 報告 さ

れ て い る c ま た 、 最近 の検討で 3 ク リ プ ト キ サ

ン チ ン は レ チ ノ イ ン酸受容 体 を 直接活性化 し て 、

ビ タ ミ ン A 様作用 を持つ こ と が 明 ら か と な っ て

い る 。

H O  

図 1 ß - ク リ プ ト キ サ ン チ ン

一 方 、 海洋深層 水 は ビ タ ミ ン C の 吸収 を促進す

る こ と が 示唆 さ れ て お り 、 海洋深層 水 は腸管 に 対

し て 様 々 な 形 で作用 す る と 考 え ら れ る 。 そ こ で 、

腸管 の モ デ、ル細胞 で、 あ る Caco-2 細胞 に 対 し て 海

洋深層 水 を 作用 さ せ る こ と に よ り 、 。 ー ク リ プ ト

キ サ ン チ ン を は じ め と し た カ ロ テ ノ イ ド 類 の 吸

収性 を 向 上 で き な し 、 か検討 し た。

2. 実験方法

ヒ ト 結腸 モ デ、ル細胞 Caco-2 を 、 コ ラ ー ゲ ン コ

ー ト し た 6 ウ ェ ル プ レ ー ト に 2 . o X  1 05 細胞/ ウ ェ

ル と な る よ う に播種 し 、 コ ン フ ルエ ン ト ま で培養

を 行 っ た 。 コ ン フ ルエ ン ト に 達 し た 日 を 0 日 目 と

し て 、 2 日 に 一度培地交換 を 行 い つ つ 、 1 4 日 間 培

養 を 行 い 、 細胞 を 腸管様細胞へ と 分化 さ せ た 。 こ

の 問 、 海洋深層 水 を 培地 に 対 し て 終濃度 0. 5 、

2 . 0 % に な る よ う に 細胞へ と 作用 さ せ た。 1 4 日 後 、

8 ー ク リ プ ト キ サ ン チ ン を o. 66、 2 、 6 μ M と な る

よ う 緩衝液又 は培地 に 添加 し た 。 一 定時 間 経過 後 、

細 胞 を 回収 し 、 ヘ キ サ ン を 用 い て 抽 出 し 、 。 ク

リ プ ト キ サ ン チ ン の 細胞への 吸収 量 を HPLC 法 を

用 い て 解析 し た。 ま た 、 同 様 の 方 法 で、培養 を 行 っ

た Caco-2 細 胞 に 対 し て ア ス タ キ サ ン チ ン 、 ルテ

(36) 

イ ン を 添加 し て 、 細 胞 へ の 吸 収性 を 比較 し た。 さ

ら に 、 海洋深層 水 に よ る Caco-2 細胞 の 遺伝子発

現 に 対す る 影響 を 検 証す る た め 、 Rea l-t i me PCR 

法、 マ イ ク ロ ア レ イ 法 (Ag i l en t 杜) を 用 い て 解

析 を 行 っ たc

3. 結果お よ び考察

。 ク リ プ ト キ サ ン チ ン を 添加 し て 、 2 時間 後

の 細 胞 へ の 吸 収 量 は 、 超純水 を 添加 し た コ ン ト ロ

ー ル に 対 し て海洋深層 水 の 添加 に よ っ て 1 . 2 倍

程度 に 有意 に 上昇 し た (p < 0. 0 1 ) 。 ま た 、 作用

さ せ る 海洋深層 水 は 、 終濃度 が 2. 0弘 よ り も 0. 5%

の 方 が 8 ー ク リ プ ト キ サ ン チ ン の 吸収 量 が 高 く な

っ た。 さ ら に 、 海洋深層 水 の 作用 時 間 に つ い て 調

べ た と こ ろ 、 。 ク リ プ ト キ サ ン チ ン 添加 時 に 海

洋深層 水 を 同 時 に 添加 し で も 効果 は観察 さ れず 、

培養 8 日 目 か ら 6 日 間 海洋深層 水 を 作用 さ せ る 条

件 が 最 も 吸 収 量 が 高 く な っ た 。 他 の カ ロ テ ノ イ ド

の 吸収 量 に 関す る 海洋深層 水 の 影 響 を 調べ た と

こ ろ 、 ア ス タ キ サ ン チ ン に つ い て は吸収性 を 向 上

さ せ た が 、 ルテ イ ン に 対 し て は影 響 を 及 ぼ さ な か

っ た。 ま た 、 Rea l -t i me PCR 法 に よ り カ ロ テ ノ イ

ド 吸 収 に 関 与 し て い る 可能性 の あ る 遺伝子発 現

量 を解析 し た と こ ろ 、 Scavenger receptor c l a s s  

B ，  t ype 1 (SR-B 1 ) の 発 現 を海洋深層 水 は有意 に

上昇 さ せ た (p< O. 05 ) 0 SR-B 1 は 、 コ レ ス テ ロ ー

ル吸収 に 関 す る 受 容体で、 あ る が 、 カ ロ テ ノ イ ド の

吸 収 に も 関 与す る こ と が報告 さ れ て い る 受 容 体

で あ る 。 さ ら に 、 マ イ ク ロ ア レ イ 法 に よ る 網羅的

解析 の 結果 、 Z i nc f i nger prot e i n 等 の 発現 を 上

昇 さ せ る こ と が 明 ら か と な っ た。 カ ロ テ ノ イ ド 吸

収 に は 亜鉛 が 必 要 で あ る こ と が 知 ら れ て お り 、 海

洋深層 水 は そ の構成成分 で あ る 亜鉛 と 、 SR-B 1 等

受 容 体 の 発 現上昇 に よ っ て 相 乗 的 に 、 。 ク リ プ

ト キ サ ン チ ン の 腸 管 へ の 吸収 を 向 上 さ せ て い る

こ と が 示 唆 さ れ た 。
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1 3 . 海産食品衛生 に お け る 海洋深層水の利用と羅 臼漁港の事例

。 1I 1 内 繁樹 ・山 下 和則 ・筒 井 浩之 ( エ コ ニ ク ス ) 、 長 野 章 (全漁建) 、

高 橋 正征 ( 東京 ・ 高知 大学名 誉教授)

1. は じ め に

海産食品 (魚介類等) は水揚げ時点 か ら 大量 の

海水が洗浄に利用 さ れ る 。 食 品衛生法 に基づ く 生

食用 生鮮魚介類の加 工基準で は 「原料用 鮮魚介類

は飲用 適 の 水 ， 殺菌 し た海水又 は飲 用 適 を使用 し

た 人 工海水で、十分 に洗浄」 す る こ と と さ れ、 地方

自 治体の食品衛生法施行条例 で は魚介類セ リ 売 り

を含む営業施設 の 給水設備基準で 「作業場 に は飲

用 に適 す る (飲用 適 ) 水 を供給で、 き る 設備 を設 け

る こ と 。 水道以外の水 を使用 す る と き は除菌又 は

殺菌装置 を 設 け る こ と J (北海道 の例) と 、 清浄性

へ の 注意が指摘 さ れて い る 。 羅 臼 漁港で、 は衛生管

理 を 重視 し て海洋深層 水 を 汲み上げ， 洗浄 と 低温

管理等に利用 し て い る 。 本発表 で は漁港 に お け る

海水利 用 の 必要性 と 海洋深層 水 の衛生的適性 を 羅

臼 漁港の事例 で評価す る 。

2. 魚介類の陸揚げ と 海水利用

魚介類の衛生 は鮮度 と 一体的 に 管理 さ れ る 。 干

れ は魚介類 の 商 品価値 と し て鮮度 が 最優先 さ れて

い る た め で あ る 。 定置網 に よ る サ ケ神、が 9 月 上旬

か ら 操業 さ れ る 羅 日 で は ， 漁獲 さ れた サ ケ は海洋

深層 水 で洗浄 さ れた ス テ ン レ ス の選別台 に 陸揚 げ

選別 さ れ， ス テ ン レ ス タ ン ク に 入れ ら れ る 。 ス テ

ン レ ス は ， 一般に使われ る FRP ， 木等 に 比較 し て

傷 が つ き に く く ， 傷の部分に 付着 し 洗浄 し づ ら い

細 菌 の増殖 を軽減す る こ と が で き る 。 選別 台 の サ

ケ は オ ス ・メ ス ， サイ ズや ギ ン ・A ブナ ・B ブナ等

と 呼ばれ る 成熟度合い に よ る 体色変化 に応 じ て 区

分 ・仕分 さ れ定低温の深層 水 と 氷 を入れた複数の

タ ン ク に 分散 さ れ， 魚体温度 と 清浄性が保たれた

状態でセ リ に か け ら れ る 。 別途， 各種水産物が セ

リ に か け ら れ る 荷捌所は床面 に 常 時深層水 が流れ

る よ う に 給水 管 が 配置 さ れて い る 。 海洋深層 水 の

得 ら れ な い地域 で は海面 か ら 汲み上 げた海水 を 洗

浄 に 利 用 し て い る 。 ま た ， 海水 を利 用 し て い る の は

魚介類 だ け で は な く 海藻類 の 洗浄 に も 重要 で こ の
後 に 乾燥等 に 回 さ れ る 。

3. 洗浄等使用海水の衛生条件

海産魚介類の 水揚げか ら 荷拐怜 ま での 問 に 専 ら

海水が使用 さ れ る 理 由 は浸透圧 の 差 に よ る 品質や

鮮度 の低下 を 防止す る た め で あ る 。 こ の 間 での 洗

浄水 に 関す る 基準は な い が 、 衛生管理の観点 か ら

(37) 

は生食用 魚介類の加 工で求め る 飲用適の水や飲用

適水 を 用 い た 人 工海水 ， 滅菌海水 あ る い は 同 等海

水 の使用 が適切 で、 あ る O 産地魚市場 品 質管理 の 手

引 き (大 日 本水産会 ・全国漁業協 同組合 2000) 

で は ， い けす， 選別 ， 洗浄， 解凍 に使用 す る 水 は

清浄 (殺菌) 海水 ， ま た は飲用 (適 のγ水を使 う こ

と を指導 し て い る 。 清浄海水 は食 品 の衛生状態 に

直接又 は 間接の影響 を 与 え る 量の微生物， 有害物

質， 有毒海洋プ ラ ン ク ト ン を 含 ん でい な い海水又

は汽水 (天然， 人工又 は精製) と 定義 さ れて い る (対

E U 輸 出 水産物食 品 の 取扱要領 : 厚生労働省 ・農

林水産省 ・水産庁通知 20 1 4) 。 ま た ， 水産食 品 の

衛生基準 と し て は最 も 厳 し い と い わ れ る 対 E U 輸

出水産物取扱要領 で は ， 丸 の ま ま 及び除頭や内臓

除去 を し た 水産物並びに切 り 身や薄切 り の 水産物 ，

さ ら に活 二枚貝 ・林皮動物 ・被嚢動物 ・海洋性腹

足類動物 に は清浄海水 を使用 す る こ と が で き る と

さ れ て お り ， 品 質 ・鮮度 に配慮 し た も の と 思われ

る 。

4. 海洋深層水の衛生適正

深層水 の衛生適正 に 関す る 評価 は飲用 適 の 水 と

の比較 に よ り 得 ら れ る 。 飲用 適 の 水 は水道 に よ り

供給 さ れ る 水 又 は 食 品 添加物等の 規格基準 ( s 34. 

厚告 370 号) の第 l 食 品 D 各条 O 清涼飲料水 の製

造基準 に 掲 げ ら れ た 一般細菌 ・大腸菌 と カ ド ミ ウ

ム ・水銀・鉛な ど 26 項 目 の基準 に適合す る も の で

あ る 。 26 項 目 の う ち深層水 で不適合 と な る の は ，

フ ッ 素， 塩素イ オ ン ， 硬度 ， 蒸発残留物 で あ る が ，

こ れ ら は海水 の 特徴 と な る も の で あ り 滅菌海水 の

使用 を 認 め る 食 品衛生上 の 問題 と な る も の で は な

いっ 深層 水 の 一般細菌や大腸菌群 に 対す る 清浄性，

さ ら に は低温特性が 深層 水 の 衛生適正 を 高 め て い
る 、

5. お わ り に

海洋深層 水は温度差発電か ら 化粧水 ま で多様 な

利 用 が さ れ て い る が ， 清浄性 と 定低温で水産食 品

の衛生保持の 資源、と し て も 重要な位置 を 占 め て い

る J 漁業での利用 期 待が 大 き く あ り な が ら 充分 な

利 用 が さ れ て お ら ず， 水産養殖 な ど での技術開発

と 併せ て 利 用 拡 大 が 期 待 さ れ る 。

ホ 著者挿入
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1 4 . 2 段ランキンサイ ク ル海洋温度差発電シス テ ム

の最適運転条件 に 関する実験

C 森11商 敬史 ・ 楠 田 英佑 ・ 池 上 康 之 (佐賀 大学海洋エ ネ ル ギ一研究セ ン タ ー)

1. 諸言
エ ネ ル ギ ー 問 題および環 境 問 題が深 刻 化 す

るなか 、 海洋調度差発 電 (Ocean Therma 1 Energy 

Convers i on OTEC) の 有 効 利 用が期待され てい

る。 再生可能エ ネ ル ギ ーの 一 つの OTEC は、 利

用 で きる 温度差が小さい ため、 サ イ クル熱効率

は原理的に 低くなる。 その ため、 効 率を 向 |二 さ

せる 手法として 2 段ランキンサイ クルが提案

され て いる。 2 段ランキンサ イ クルに つい て は、

その特 性 が理論的に検討され ている が 、 実 験的

に は 卜分に行 わ れ てお ら ず 、 シス テ ム特性と最

適な運転 条 件 は明 ら かにされ ていない。

本研究 で は、 多段サ イ クルの 一 例として 2

段ランキンサ イ クルを 対 象とし、 各段の 作 動 流

体流量の比に 注 目 し て 実験的に検討を行い、 そ

の 最適な運転 条件およびシス テ ム特 性を 明 ら

かにする ことを 目 的と する。

2. 実験装置お よ び実験方法

実験装 置 は 、 図 l に示す単段(S-R)と 2 段ラ

ンキンサイ クル(O-R) の 実 験装 置を 用 し 、 た。 作

動 流体 は HFC 1 34 a とし、 温 水 市度 28 0C、 冷 水

温度70C、 I昆 ・ 冷水 流量 O . 5 t/ h 、 作 動 流 体 流 量

O .  1 t/h を 基本条件と し た。 蒸 発器と 凝縮器に

おける 総伝熱面積を そ れぞれ O . 064 m2とし、 D-R

の 高温 制IJ(Cycl e  No. 1 ) と 低 温 倒IJ(Cy c l e  No. 2 )  

のサイ クルの 流量比を 変 化 させ た 。 なお 、 実験

装置には タ ー ビンを 設 置してお ら ず 、 タ ー ビン

を 模擬した 減圧 弁により差圧を 生 じさせ てい

る ため、 出 力およびサ イ クル熱効 率に つい て は

議論せず 、 熱交換過程における熱源と 作 動 流 体

の 慌度および不 可逆損失の評価を 行った。 この

評価につい て は、 エントロ ビ ー 生成速度を用い

た。

(38)  

3. 実験結果

D-R の Cycl e No. 1 と Cyc l e No. 2 との作動 流体

流 量の比を変化させ て 実 験を行い、 S-R との比較

もあわせ て、 システ ム特性につい て検討を行った。

その結果、 D-R の Cycle No. 1 の作動流体蒸発問

度はS-R より高く、 O-R の Cycle No. 2 の作動 流体

凝縮温度はS-F\ より低くなる ことが確認され た。

さらに、 D-I� の Cycl e No. 1 およびCyc le NO. 2 

の作動流体 流量が等しいと き、 他の作動ðíf体流量

比に対してエントロ ピ一生成速度、 つまり熱交換

過程における 不 可逆損失が小さくなる こと が 確

認され た。 このと き、 S-I� に対して O-R のエント

ロ ビ一生成速度は小さくなり、 作動流体流量の比

が等 しい条件から離 れる ほど、 エントロ ピ一生成

速度は大きくなる。

4. 結論

!)-R の 作 動 流 体流量の 比が等しい条件で は、

S-R に 対して エントロ ピ 一 生成速度、 つまり熱

交換過 程における 不 可逆損失が小さくなる。 こ

の ため、 S-I� に たl して O-R のサイ クル 熱 効 率の

向 上と 出 力が増 加する ことが期 待される。

図 1 2 段ランキ ン サイ クル 実験装 置
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1 5 . 久米島 に お け る 海洋深層水複合利用 に 関す る 調査

。浦 田 和也 ・永 江 書 光 ・麗 智 恵 ・池上 康之 (佐賀 大 学 海洋エ ネ ル ギ ー研究セ ン タ ー)

1 . はじめに

海洋温度差発電 (OTEC) は 、 海洋 の 表 層 海水 と

海洋深層 水 と の 温度 差 を 利 用 し 、 電気エ ネ ル ギ ー

が 得 ら れ る 環境 に や さ し い再生可能エ ネ ル ギ ー

で あ る た め 、 将来 の エ ネ ル ギ ー 問題 に 貢 献 で、 き る

発 電 方法 と し て 期 待 さ れ て い る n 特 に 、 久 米 島 で

は世界 に 先駆 け て 実海水 を 用 い た OTEC の 実証研

究 が 沖縄 県 の プ ロ ジ ェ ク ト と し て 20 1 3 年 6 月 よ

り 始 ま り 注 目 さ れ て い る 。 久米 島 は 、 島 の 東側海

域 の 海底地形が海洋深層 水 の 取水 管設 置 に 有利
な 形状 を し て い る た め 、 OTEC 商用 プ ラ ン ト 設置

の 圏 内 で の 最 有 力 候補地 と な っ て い る 。 ま た 、 再

生 エ ネ ル ギ 一 法案 が 成 立 後 、 海洋深層 水利用 に よ
る 海洋 エ ネ ル ギ ー の 実証研究 に 注 目 が 集 ま っ て

い る OTEC で は 、 発 電 だ け で は な く 、 海洋深層

水 の性質 を 有 効 に 利 用 し 、 海水 の淡水 化 、 水 素 の

製造、 海洋の肥沃化 、 希少金属 の 回 収 な ど の 複合
利 用 が 出 来 る 特徴が あ る c こ の 有用性 を 最 大 限 に

生 かすた め に は 、 海洋環境や海水の成分等 を把握
す る 必要 が あ り 、 そ の た め の様 々 な デ ー タ を 取 得

す る 海洋調査 は 、 必要不 可欠 と な る 。

一 方 、 OTEC で は比較的小 さ い 温度差 を 効 率 良

く 利 用 し 、 イ ニ シ ヤ ル コ ス ト を 低減す る た め に 高

性能 で コ ン パ ク ト な プ レ ー ト 式熱交換器 を使用

す る 必要 が あ る 。 し か し 、 シ ェ ル & チ ュ ー ブ型 の

熱 交 換器 に 比 べ て 海水 の 流路 断 面 積 が 小 さ く 、 バ

イ オ フ ァ ウ リ ン グや大型 の 汚損生物 の 付着 に よ

る 伝熱性能 の 低 下 が 懸念 さ れ て い る 。 そ の た め 、

海水 中 の微生物や細 菌 が 多 く 、 運転 中 に 熱交換器

の性能 の低下 が 著 し い地域 に お い て は 、 伝熱面 に

付着す る 阻害物質 を 除去す る た め の 防汚対策 が
課題 と な っ て い る c 著者 ら の こ れ ま で の研究 に よ

り 、 熱交換器や配管 等 の 汚れ付着 に は 、 海水温度

や海水 中 の微生物や細 菌 の 量 が 大 き く 関 与 し て
い る こ と が ほ ぼ 明 ら か に な っ て き て い る 。 一 方 、

清浄性 が 高 い海洋深層 水 の 流 路 で、 は生物 系 の 汚
れ付着 は ほ と ん ど な い こ と や微生物 が 多 い地域

と 少 な い 地域で は 、 汚れ付着 の 進行 に 違 い が あ る

こ と が 確認 さ れ て い る 。

そ こ で 、 本調 査 で は 、 海洋深層 水複合利 用 に 関

す る 海洋調査 を 久米 島 周 辺海域 に お い て 実施 し
た。 ま た 、 OTEC 用 蒸発器の模型 を 作製 し 、 久米

島 の海水 と 伊万里湾の海水 を 通 水 し 、 伝熱面 に 付

着す る 汚れの成長 を 観察 し た。

(39) 

2 . 久米 島周辺海域にお け る 海洋調査

2 0 1 4 年 9 月 2 日 "'9 月 3 日 に CTO セ ン サ ー を 用

い て 久米 島 周 辺海域の 1 3 地点 に お い て観測 を 行

っ た 、 測 定項 目 は 、 水温、 塩分、 深度 で あ る 。

今 回 観測 を行 っ た 代表地点 の 水 温の鉛直分布
は 、 表層 付 近 で は 300C を超 え て お り 、 約 30 . 40C 、

水深 200m で 20. 2 UC 、 400m で 1 4 . 30C 、 600m で は
8. 8CC 、 800m で は 5. 40C 、 1 ， 000m に な る と 4. 20C

で あ っ た。 こ れ ら の 値 は 、 2 0 1 0 年 9 月 9 日 '" 1 0  

日 に 実施 し た観測結果 と 比較す る と 、 水、深 200m
以深で は 、 ほ ぽ同 じ 値 を 示 し て い る が 、 表 層 付近

に お い て 約 0. 80C程度高 い値で あ っ た。 以 上 の こ

と よ り 、 久 米 島 の 9 月 期 に お け る 温度 差 は 、 表層

と 深層 約 600m で 20UC 以 上得 ら れ る こ と が確認 さ

れ 、 800m 以 深 に な る と 約 250C 以 上 の 温度 差 が あ

る こ OTEC の 商用 プ ラ ン ト を 経済 的 に 成立 さ せ る

た め に は 、 最低で も 約 1 50C 以 上 の 温度 差 が 必 要

で あ る と 考 え ら れ て い る が 、 こ の 時期 の 久米 島 に

お け る 海洋 の 温度 差エ ネ ル ギ ー の ポテ ン シ ャ ル

の 高 さ を 示 し て い る c

3 . 熱交換器に付着す る 汚れに 関す る 調査

プ レ ー ト 式熱交換器 に海水 を連続通水す る と
汚れが付着 し 、 伝熱性能 に 大 き な 影響 を 与 え る た

め 、 そ の 付着状況 を 把握す る 必要 が あ る 。 今 回 、

プ レ ー ト 面 を 可視化 し 、 汚れ量 を観 察 で き る 装 置

を 3 基作成 し 実験 を 行 っ た。 実験 装 置 は OTEC 蒸

発器 を想定 し て い る た め 、 伝熱板 は チ タ ン で あ る

が 、 押 え板 に 実用 機 と は異な る ア ク リ ル板 を 用 い

た c 実験 で は 、 そ れぞれ の 装置 に は 、 ①久米 島 の

表層 水 、 ②久米島海洋深層 水 、 ③佐賀 県伊万里湾

表 層 水 を 連続的 に 通 水 し 、 定期 的 に 可視化 を 行 い 、

プ レ ー ト 面 に付着 し た 汚れ量や細 菌数の 分析 を

実施 し た。 可視化 の 結果 、 久 米 島 の 表 層 水 及 び深

層 水 を 通水 し た プ レ ー ト に は 、 ほ と ん ど汚 れ が 付

着 し な い こ と が 明 ら か に な っ た。 比較対照用 に 設

置 し た伊万里湾海水 を 通 水 し た 装 置 で は 、 通 水 後
約 1 週 間 で汚れ付着 が確認 さ れ た。

こ の 調査結果 よ り 、 久 米 島 の 表 層 水 及 び海洋深
層 水 は清浄性 が 高 く 、 汚れ付着 に よ る OTEC 用 熱
交換器 に お い て 懸念材料で、 あ っ た 汚れ付着 に よ
る 伝熱性能 の低 下 は ほ と ん ど な く 、 メ ン テ ナ ン ス
フ リ ー で運転で き る 可能性が 示 唆 さ れ た。
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1 6 . 漁港内 に放流 し た深層水の挙動解析

。 多 部 田 茂 ・ 力[1藤 孝義 ・ 鈴木 矧太 ・ 大 内 一 之 (東 京 大学)

近 年 日 本 の 沿 海 で 磯 焼 け に よ る 藻 場 の 減少 が

顕著 で あ り 、 生産性豊かな海 が 失 われ つ つ あ る 。

著者 ら は 、 窒素 ・ リ ン な ど の 栄 養塩 を 豊富 に 含

む海洋深層 水 を 閉鎖海域 に 放流 し ?帯留 さ せ 、 藻

場造成や海藻養殖 を 行 な う こ と に よ っ て 、 磯焼

け の 防 止や 水 産物 生産 の 増 大 、 海域環境の 同 上

に 資 す る こ と を 目 的 と し た 実 証 実験 を 計 画 し

て い る 。 そ の 準備 と し て 、 実験候補海域 に お け

る 深層 水 の 放 流 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン お よ び深 層

水 を 滞 留 さ せ る た め の 設 備 に 関 す る 模 型 実 験

を 実施 し た。

本研 究 で は 、 効 率 的 に 藻場造成 を 行 う た め に

は 深層 水 を 滞 留 さ せ る 必 要 が あ る と 考 え ら れ

る た め 、 漁 港等 の 閉 鎖 的 な 海域 を 実験 対 象海域

と し て 設 定 し て い る 。 ま ず、 当 初 の 計 画 で の 対

象 海 域 で あ っ た 伊 豆 大 島 泉 津 漁 港 周 辺 海域 に

お け る 深 層 水 の 放 流 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン モ デ ル

を 構築 し た。 モ デ ル は \1EC-NEST ( 日 本船舶海洋

工学会海洋環境研究会 に て 開 発 ) を ペー ス と し 、

深 層 水 放 流 点 近傍 を ネ ス テ ィ ン グ に よ っ て 高

解 像 度 に す る と と も に 指 定 し た グ リ ッ ド に 深

層 水 を 注入 で き る よ う に し た。 水 平格 子 サ イ ズ

は広領域 ( 港 外 を 含 む 沿岸域) で 1 0m 、 狭領域

(放流点 を 含 む 港 内 ) で 3. 3m と し 、 鉛 直 方 向

は 1 5 層 と し た。 タト洋側 の境界で潮 汐 を 与 え て

潮 流 を 再現 し 、 そ れ に よ る 放流深層 水 の 挙 動 を

計 算 し た。 泉津港の深層 水 取 水 施 設 の デ ー タ に

基 づ い て 、 水 温 6. 40C 、 N03 濃度 32. 5 μ mo l/L 

の 深層 水 を 1 0 ton/hour で放流 し た。 深層 水 の

放 流 地 点 に よ っ て 港 内 へ の 滞 留 に 差 異 が 認 め

ら れ る こ と や 、 深層 水 の拡散 を 防 ぐ仕 切 り を 設

け る と よ り 滞留 し や す く な る こ と が わ か っ た

( 図 1 ) 。

実海域 で よ り 効 率 的 に 深層 水 を 滞 留 さ せ る

方 法 と し て 、 箱形の容器を海底に設置 し て そ こ

に 深層 水 を 注入す る 方法 を 考案 し た。 こ の 方 法

の 有 効性 を 検討す る た め に 、 佐賀大学海洋エ ネ

(40) 

ル ギ ー 研 究 セ ン タ ー の 成層 海 流 水 槽 を 用 い て 、

周 辺 海 水 に 比 べ て 低 温 な 模擬 深層 水 を 箱 形 形

状 容器 に 注入 し た と き に 、 周 辺 の 流れ と 密度差

に よ る 滞留性能への影響 を 調 べ た 。 模型は実機

の 1 / 1 0 ス ケ ー ル と し 、 実験条件 は 水 平流速に

関 す る フ ル ー ド 数 と 模擬 深層 水 と 周 辺 水 の 慌

度 差 に 関 す る 内 部 ブ ル ー ド 数 を 考 慮 し て 決 め

た。 冷却 し た模擬深層 水 を 着 色 し て 滞留 ・ 拡散

の 様 子 を ビ デ オ カ メ ラ で観察 す る と と も に ( 図

2 ) 、 熱電対 に よ っ て 容器 内 か ら 直 上 に か け て

の 温度分布 を 計測 し た。 水平流速 が 大 き く な る

と 容器 内 外 の 水 が 混 合 し て 容器 内 外 の 温 度 差

が ほ ぼな く な る こ と 、 そ の |踊界流速は深層 水 と

周 辺 水 温 の 差 に 伴 っ て 小 さ く な る こ と が 確 認

さ れ た。

C信 ." 民 .

ca虫き 3

図 1 泉津港内 の 深 層 水 放流 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン

結 果 の 例

図 2 箱形 容 器 内 の模擬深層 水 の滞留実験
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1 7 . 海洋深層水 を活用 し た カ キ浄化 シス テ ム

。鷲足 恭子 (附 ヒ ュ ー マ ン ウ ェ ブ)

1. 目的
海洋深層 水 の 特徴 の ひ と つ で あ る ri青浄性」 に

着 目 し 、 自 然の 力 で カ キ を 浄化す る シ ス テ ム を 富

山 県入 善 町 に て 開 始 し た。 こ れ に よ り 、 カ キ が よ

り 活性化 さ れ る こ と で鮮度 が 保 た れ る と 考 え 、 更

な る 「 カ キ の 安全性」 構築 を 目 的 に 取 り 組ん で い

る 。

2. 方法

カ キ 一粒 は 1 時 間 に約 20L 以 上 も の海水 を 体

に と り こ み 、 そ の海水 中 に い る プ ラ ン ク ト ン を 食

べ 、 排世す る 。 大 量 の 海水 を 吸 っ て 吐 く こ と か ら 、

こ れ を カ キ の 浄化機能 と 呼び、 海水 を 浄化 ( ろ 過 )

す る 機能 が あ る と い わ れ て い る 。

こ の 生態 を 利 用 し 、 紫外線で海水 中 の 雑菌 を 殺菌

し た 、 ほ ぽ無菌 の海水 に カ キ を 投入すれ ばカ キ の

体 内 は締麗 に な り 、 こ れ が 通 常行 われ て い

る 、 当 社 も 行 っ て き た 浄化 シ ス テ ム で あ る 。

今 回 の 浄化方法 は 、 そ の海水 を 人 工的 な も の で

は な く 、 人 に 害 を 及 ぼす細 菌 、 ウ イ ル ス が 存在 し

な い清浄性 を も っ 、 締麗な 「海洋深層 水J を 利 用

す る こ と で 、 カ キ を よ り 安全 に さ せ る 方法 で あ る 。

ア ク セ ス が 良 い こ と が 上 げ ら れ る 。

ま た 、 海洋深層 水 の 清浄性 を 活用 し た 浄化 の み

で は な く 、 富栄養性が カ キ に 及 ぼす影響 も 探れ な

い か 、 と 取 り 組ん で い る 。 そ の 始 め と し て 入善町

の海洋深層 水 の ミ ネ ラ ル成分分析 を行 っ た。 こ れ

は 、 当 社が こ れ ま で浄化セ ン タ ー と し て 稼動 し て

き た ( 現在 も 同業他社 向 け浄化セ ン タ ー と し て稼

動) 広 島 県 呉市 に あ る セ ン タ ー の 表層 水 を 紫外線

殺 菌 、 櫨過 し た海水 と 、 入善の 海洋深層 水 、 ま た

湾 か ら 汲 ん だ表層 水 を 比較 し 行 っ た。 更 に 、 こ れ

ま で 当 社 の 沖縄県久 米 島 の研究所で実験 に 取 り

組 ん で、 き た海洋深層 水 の 富栄養性 を 活 か し た微

細藻類の培養 、 カ キ へ の 給餌 に よ る カ キ の 成長促

進や、 水 温 コ ン ト ロ ー ル に よ る カ キ の 栄 養 蓄積

( 生殖腺発 達) の コ ン ト ロ ール技術 を 入 善 に て 導

入 し 、 新 た な 蓄養 の ス タ イ ル を 構築 し て い き た い

と 考 え る 。

3. 結果

海洋深層 水 と 表層 水 の ミ ネ ラ ル成分分析 は

( 単位μ g/ml ) Ns Mg C a  k 

入善深層水 12532 1 169 604 662 

入善表層水 9503 801 179 5 16 

広 島 友 層 水 8 69 6  8 0 1  487 497 

こ れ ま で ア ワ ビ の 陸上養殖 に 取 り 組 ん で い た

富 山 県入 善町の 海洋深層 水施設 を借 り 受 け 、 ( ア

ワ ビ の養殖 も 4 槽 で継続) 近 隣企業 が 海洋深層 水

を 空調 目 的 で水 冷利 用 だ け に利 用 し て い る も の

を 、 カ キ の浄化用 と し て 利 用 し て い る 。 当 該海洋

深層 水 は カ キ の 活動 に 適 し た 温度 に加 温 さ れ て

お り 、 全 国 の 産 地 か ら 集 め た カ キ の浄化用 と し て

か け 流 し 方式で利用 す る こ と で 、 安全 な カ キ に 仕

上 げて い る 。

」一一

全国 に海洋深層 水 を利 し た養 殖施設 が 1 5 か所

あ る が 、 入善町の施設 を使 う メ リ ッ ト は 、 適切 な

水 温の海洋深層 水 が 通年利 用 可能 な こ と 、 地理的

に 地盤 が 強 く 、 台 風や地震 な ど の 自 然 災 害 の リ ス

ク が 低 い こ と 。 且つ新幹線 の 開 通や首都圏 か ら の

(4 1 )  

I 東北大学大学院農学研究科栄養学研究室調べ 】

こ の様 に 、 深層 水 の 富栄養性 を 把握 出 来 た。

今 後 、 こ れ ら カ キ に 及 ぼす影 響 を 入 善 と 広 島 で 蓄

養 し た カ キ の 比較分析 に て 明 ら か に す る 。

新浄化 シ ス テ ム

海洋深層水

市ゴ
海水はか 11111 し '

従来 の 浄化 シ ス テ ム

ぽ釘
海水は循環
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1 8 . 人工海底 山 脈に よ る 補償深度付近での鉛直混合につい て

。鈴木 達雄 (附人 工海底 山 脈研究所)

武 田 真典 (一般社団 法 人 水 産 土木建設技術セ ン タ ー)

本 田 陽一 (附環境風土テ ク ノ )

1. は じ め に

海洋温度差発電や海域肥沃化 の 目 的 で汲み上

げ ら れ た海洋深層 水 は 、 最終的 に 放流 さ れ 、 周 辺

の 水塊 と 混合 し環境に影響 を 与 え る と 考 え ら れ

る 。 放流 に よ る 冷水塊形成 の 抑 制 、 海洋肥沃化 の

促進の検討 は 、 海洋深層 水 利 用 に お け る 重要 な課

題 で あ る 。 し か し 、 こ れ ま で の 放流規模 に お け る

観測や解析 で は 、 そ の影響 を 明 確 に把握す る の が

困 難 で、 あ っ た。

一 方 、 日 本沿岸 の 基礎生産増加 を促すた め 、 海

底 に 人 工 の 山 脈 を構築す る 公共事業が 展 開 さ れ

漁業者 か ら 好評価 を 得 て き た。 し か し 、 こ こ で も

自 然地形 と 比較 し て微 小 な 構 造物 が 起 こ す物理

現象 の解明 は不十分 で あ っ た。 近年、 新 た な視点

に よ る 観測 お よ び流動解析方 法 に よ っ て 、 真光層

以深の海水 に 含 ま れ る 栄養塩類 の 真光層 へ の 局

所 的 な 混合 を 示唆す る 現象 が 捉 え ら れ た の で 、 そ

の 方 法 を紹介す る 。

2. 人工海底 山脈で想定 さ れ る 鉛直混合

海底の 小規模人 工構造物 に 起 因 す る 微小 な 影

響 を 、 科学的 に評価す る た め に は 高度 な 技 術 が 必

要 で あ る 。 既往 の観測や流動解 析か ら、 ①水深

100m 程 度の海底 山脈で発生した 内 部波エネル

ギー は、密 度成層 内 を上方 にも伝 わ り、 混 合 層

下 端付 近 の 臨界層 に達し局所 的な 鉛 直混合 を

起 こしやす く、②流 れや密 度の鉛 直分布 に 着 目

す ると 、 上 下 層 の流速勾 配 が 大 きく 、 密 度 勾 配

が不 連続部で局所的な鉛直混 合 を起 こす こと

が 示唆されている。 この海底 山 脈 による補償 深

(42) 

度付近での鉛直混 合 を観測 す る には、水温 、塩

分、 流 況 の鉛 直分布 の 変化を、 上流 か ら下 流 ま

で、 高 精度かっ 高 密 度に 測定す るの が 有効であ

る。 ま た、 流動解析 で は 、 LES モ デ、ル な ど を 用 い

た乱流計算 が 有効 で あ る 3

3. 鉛直混合の観測 と 流動解析

複 数の海域観 測で 、 海底 山 脈 直 上 の表 層 混

合 層 下 端の水 深に逆 流域 が見 られた。 ま た、別

の観測では、成層 状 況 において構造 物直 上で密

度逆転が 確認され、混 合 層 以深の下流側では流

速分布 が大 きく乱 れていることが観測できたc

これら逆 流域 や 乱 れ域 の 発生は、人 工 海底 山 脈

の存在 が 要 因 であると考 え られる。 ま た、 観測

された流 速 や密 度分布 を入 力 条件とした 高 精

度の 数値解析 の結果 、成層 流 中に ある海底 山 脈

に 流 れが作 用 す ることで地形 性 の 内 部波 が 発

生し、そのエネル ギー が 上 方 および下 流 に伝撫

し、表層 混合層 下 端が内 部波 の臨 界 層 と なり反

射 や砕波 が 発 生 す ること によ り乱 れと混 合 が

生 じ ると推察された。

今 後 、 観測 と 解析モ デル の 精度 を さ ら に 向 上

さ せ 、 両者 が よ り 整合す る よ う 改 良 を 進 め 、 水 温 、

塩分、 栄養塩類 な ど の鉛直混合 を 適 正 に 評価 で き

る 手法 を確 立 し た い。

4. 参考文献

武 田 真典 ほ か 、 人 工海底 山 脈 に よ る 鉛 直混合現象

の 実態把握 、 土木学会論文集 B3 (海洋開

発) Vo l . 70 ，  201 4 . (投稿 中 )
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